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９ 新興感染症発生・まん延時における医療体制 

（１） 現 状 

本項における現状及び課題は、国の基本方針に基づき、新型コロナウイルス感染症の対応

について記載しており、令和６年３月までの状況を記載しています。 

ア 医療提供体制の確保 

○ 令和２年１月の新型コロナウイルス感染症の発生当初、患者は原則、「感染症の予防及び

感染症の患者に対する医療に関する法律」（以下、「感染症法」という。）に基づく第一種・

第二種感染症指定医療機関*１（以下「感染症指定医療機関」という。）の感染症病床に入院

させるとの国及び道の方針により、南渡島圏域においては、６床の感染症病床で対応する

とともに、患者数の増加を踏まえ、関係団体等を通じて患者対応への協力を依頼し、入院

医療体制の確保に努めました。 

○ 令和２年７月に道が策定した「病床確保計画」*２では、感染のピークに至るまでの間を

段階的にフェーズで区切り、フェーズごとに確保病床数を設定することが求められたため、

道では３段階のフェーズを設定し、原則として第三次医療圏ごとにフェーズの移行を行う

こととしました。同計画に基づき、道南圏域での最大確保病床数（第３フェーズの確保病

床数）は、令和２年８月１日時点で181床、５類移行前の令和５年５月７日時点で266床、

令和５年９月29日時点では、210床を確保しました。 

なお、令和６年４月からの通常医療提供体制への段階的な移行に向け、令和５年10月以

降については、感染拡大期における重症患者や中等症患者等に対象を重点化した上で、病

床を確保することとし、道南圏域では58床を確保しました。 

○ 外来医療では、令和２年２月に第二次医療圏ごとに帰国者・接触者外来*３を設置すると

ともに、同年11月からは、季節性インフルエンザの流行期に多数の発熱患者が発生するこ

とを想定し、医療機関の協力の下、診療・検査医療機関*４として指定してきました。南渡

島圏域では令和５年５月７日時点で109か所、令和５年５月８日以降は、外来対応医療機関

として指定し、令和６年３月末日時点では、146か所を確保しました。 

○ 感染者の増加に伴い、入院の必要のない軽症者等が療養する宿泊療養施設として、函館

市内のホテルを確保しました。令和２年11月より１棟目を開設、令和３年４月より２棟目

を開設し、計300名以上の患者の受け入れが可能な体制を整備しました。 

 

イ 人材の確保及び資質の向上 

○ 医療機関や社会福祉施設等において集団感染事例が発生した際、支援が必要な施設に対

して医療チーム（医師、看護師、事務職員等で編成）の派遣を速やかに行うため、函館市

医師会により、HaCoMAT（Hakodate Corona Medical Assistance Team）を立ち上げました。

感染拡大時には、多数の医療機関や社会福祉施設等に派遣を行いました。 

○ 病院等において感染症が発生し又はまん延しないよう、最新の医学的知見を踏まえた施

設内感染に関する情報や研究の成果に関する情報提供を行ったほか、防護具の着脱訓練や

病原体等の包装責任者養成等の講習会・研修を実施しました。 
＊１ 第１種・第二種感染症指定医療機関：感染症法第38条第２項に基づき都道府県知事が指定した病院 

       ＊２ 病床確保計画：国の方針に基づき新型コロナウイルス感染症の感染拡大等の段階に応じて病床等を確保するために

都道府県が定める計画 

       ＊３ 帰国者・接触者外来：新型コロナウイルス感染症の疑い例を診察する医療機関 

       ＊４ 診療・検査医療機関：新型コロナウイルス感染症発熱患者等の診療又は検査可能な医療機関として都道府県が指定

した医療機関 

 

 

（２） 課 題 

ア 医療提供体制の確保 

○ 新興感染症流行時の対応に当たっては、感染症指定医療機関のみでは医療提供が困難と

なることが想定されることから、感染症指定医療機関以外の医療機関等においても、病床

確保のほか、発熱外来や後方支援、自宅療養者等への医療の提供など、医療提供体制を確

保することが必要です。 
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○ 医療用マスク等の個人防護具については、医療現場において不足することがないよう、

平時から、個人防護具の確保に取り組むことが必要です。 

○ 当圏域は高齢化が顕著な地域であり、特に高齢者の単独世帯における有症者対応につい

ては、受診時の配慮が必要です。 

 

イ 人材の確保及び資質の向上 

○ 新たな感染症危機に備え、道内の医療機関と医療人材の応援体制について協議を進め、

平時から、人材確保を進めることが必要です。 

○ 感染症対応を行う医療従事者等への新興感染症の発生を想定した必要な研修・訓練を実

施するなど、平時から、新興感染症に係る対応能力を高めることが必要です。 

 

  ウ 関係機関との連携 

   ○ 当圏域には空港やクルーズターミナルがあるため、検疫所や市立函館保健所等と連携し

て対応します。有事の際に備えて、関係機関と合同で訓練を実施する等、事前の準備が必

要です。 

 

 

（３） 必要な医療機能 

○ 新興感染症の発生時には、感染症指定医療機関である市立函館病院の感染症病床により対

応します。 

○ 流行初期（概ね３か月程度）には、市立函館病院による引き続きの対応とともに、流行初

期医療確保措置*１の対象となる医療措置協定*２を締結した医療機関等による対応ができる体

制の整備が必要です。 

○ 流行初期の経過後は、医療措置協定を締結した公的医療機関等（公的医療機関等以外の新

興感染症に対応することができる医療機関を含む。）も含めて対応し、その後、順次速やかに、

医療措置協定を締結した全ての医療機関による対応ができる体制の整備が必要です。 
*１ 流行初期医療確保措置：感染症法第36条の９に基づき流行初期の感染症医療の提供により影響を受ける診療報酬収入への  

  補填措置 

        *２ 医療措置協定：感染症法第36条の３第１項に基づき新興感染症の患者等に対する必要な医療の提供などについて、都道府 

県知事と医療機関の管理者との間で締結する協定 

 

   （発熱外来） 

病床確保と同様に、流行の状況に応じ、流行初期医療確保措置の対象となる医療措置協定

を締結した医療機関、公的医療機関等が対応し、その後、医療措置協定を締結した全ての医

療機関に順次拡大する対応が必要です。 

 

  （自宅療養者等への医療の提供） 

医療機関等と調整を行い、新興感染症が発生した際に、速やかに自宅療養者等への医療等

を提供できる体制の整備が必要です。 

 

  （後方支援） 

医療機関等と調整を行い、新興感染症が発生した際に、病床確保を担う医療機関に代わっ

て一般の患者や、感染症から回復後に入院が必要な患者を受け入れる体制の整備が必要です。 

 

  （医療人材派遣） 

新興感染症が発生した際に、感染症医療担当従事者等を他の医療機関、宿泊施設及び高齢

者施設等に派遣できるよう、医療人材の応援体制の整備が必要です。 
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（４） 数値目標等 

 
 

 

（５） 数値目標等を達成するために必要な施策 

ア 医療提供体制の確保 

  （医療機能の確保） 

○ 新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への医療等が提供

できるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締結するなど、平時から計画

的な準備に努めます。また、主に当該感染症に対応する医療機関等と当該感染症以外に対

応する医療機関等の役割分担が図られるよう調整に努めます。 

 

  （個人防護具の備蓄） 

○ 新興感染症のパンデミック時に備え、診療等の際に用いる個人防護具が不足しないよう、

医療措置協定の締結などを通じて、医療機関における個人防護具の備蓄の促進に努めます。 

 

  （適切な感染対策） 

○ 病院等において感染症が発生し又はまん延しないよう、最新の医学的知見や医療機関に

おける実際の対応事例を踏まえた施設内感染対策に関する情報や研究の成果及び講習会・

研修に関する情報提供や、活用の促進に努めます。 

○ 感染拡大のおそれがある感染症への対応を適確に行うため、衛生研究所や感染症指定医

療機関等と緊密に連携し、当該感染症に係る情報の収集・分析、対応方針の共有に努めま

す。 

 

イ 人材の確保及び資質の向上 

○ 感染症医療担当従事者等を派遣する医療機関と平時に医療措置協定を締結するなど、医

療人材の応援体制の整備に努めます。 

指標区分 指標名（単位） 目標値 目標値の考え方

病床数（床） 65
新型コロナ発生約１年後（令和２年12
月）の入院患者数等を目安とし、第二
次医療圏ごとに設定

発熱外来機関数（機関） 6

新型コロナ発生約１年後（令和２年12
月）の新型コロナの診療・検査機関数
（200床以上）を目安として、第二次
医療圏ごとに設定することを基本にし
つつ、各圏域の医療状況など地域実情
を鑑みて医療機能を確保

病床数（床） 207
新型コロナ対応で確保した最大の体制
（令和４年12月）の入院患者数等を目
安とし、第二次医療圏ごとに設定

発熱外来機関数（機関） 104
新型コロナ対応で確保した最大の体制
（令和４年12月時点）を目安とし、第
二次医療圏ごとに設定

自宅療養者等への医療提供機関数＜
病院・診療所・訪問看護事業所＞
（機関）

77

自宅療養者等への医療提供機関数＜
薬局＞（機関）

94

後方支援を行う医療機関数（機関） 15
新型コロナ対応で確保した最大の体制
（後方支援を行う医療機関数を目安に
第二次医療圏ごとに設定

体制整備
（流行初期）

体制整備
（流行初期期間

経過後） 新型コロナ対応で確保した最大の体制
（自宅療養者等への医療提供機関数）
を目安に第二次医療圏ごとに設定
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○ 新興感染症の発生を想定した研修・訓練の実施や、こうした研修会等への参加の促進な

ど、感染症対応を行う医療従事者や関係職員等の資質の向上に努めます。 

 

 

（６） 医療機関等の具体的名称 

ア 第一種感染症指定医療機関 

感染症法に基づき、北海道知事が一類感染症、二類感染症及び新型インフルエンザ等感染

症の患者の入院を担当する医療機関として指定した医療機関 

 

 
＊ 配置基準は、各都道府県ごとに１か所・２床 

 

イ 第二種感染症指定医療機関 

感染症法に基づき、北海道知事が二類感染症及び新型インフルエンザ等感染症の患者の入

院を担当する医療機関として指定した医療機関 

 

 
＊ 原則、第二次医療圏ごとに１か所  

＊ 人口に応じ病床数を指定。   

  人口 30万人未満…４床 

人口 30万人以上100万人未満…６床 

人口 200万人以上300万人未満…10床 

 

ウ 医療措置協定締結医療機関 

感染症法に基づき知事が指定する医療措置協定締結医療機関については、最新の情報を公

表する必要があるため、道のホームページ上で公表します。 

 

 

（７） 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

病院歯科等は、感染症発生・まん延時の在宅療養患者等において、口腔衛生及び口腔機能

の維持・管理を行うことが重要であることから、歯科衛生士も活用しながら、在宅歯科医療

や高齢者施設等との連携を含め、地域の実情を踏まえた歯科保健医療体制の充実に努めます。 

 

 

（８） 薬局の役割 

薬局は、感染症発生・まん延時の在宅療養患者に対して、医療機関や訪問看護事業所等と

連携し、薬学的管理の下、訪問による患者への適切な服薬指導等を行うとともに、在宅療養

で必要な医薬品や医療・衛生材料等の供給体制の確保に努めます。 

 

 

（９） 訪問看護事業所の役割 

訪問看護事業所は、感染症発生・まん延時における在宅療養患者等に対して、医療処置や

療養生活の支援等の訪問看護サービスを安定して提供するために、訪問看護事業所間や関係

機関と平時から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

 

基準病床数 医療機関名 指定病床数

2 市立札幌病院 2

区　　　　　　　　域

北　　海　　道

第三次 第二次

道　　　南 南　渡　島 6 市立函館病院 6

医　　療　　圏
指定病床数医療機関名基準病床数
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※ 感染症指定医療機関のほか、感染症指定医療機関以外の医療機関等においても対応できる医

療提供体制の確保を目指す。 
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１０ へき地医療体制 

（１） 現 状 

  ○  北海道における無医地区や無歯科医地区については減少傾向にあるものの、なお全国一多 

い実態にあることから、道では平成 18 年度に「北海道へき地保健医療計画」を策定し、へき 

地医療支援機構、へき地医療拠点病院、へき地診療所などの体制を整備し、各機関相互の連 

携を図るとともに、医師の確保や支援体制の整備などに取り組んできました。 

  ○ 平成 30年度からは「北海道へき地保健医療計画」は「疾病・事業及び在宅医療に係る医 

療体制について」（平成 29 年３月 31 日医政地発 0331 第３号厚生労働省医政局地域医療計画 

課長通知の別紙）に基づき、「医療計画（へき地医療体制）」と一体化し、医師確保対策や救 

急搬送体制の確保など、他事業とより一層の連携を図りながら、へき地保健医療対策に取り

組んできました。 

  ○ 南渡島圏域では、令和５年(2023 年)10 月末現在、無医地区、無医地区に準じる区域はあり 

ません。また無歯科医地区、無歯科医地区に準じる地区もありません。 

 

＜無医地区等の定義＞ 

（無医地区） 

   ・ 無医地区とは、医療機関のない地域で、当該地区の中心的な場所を起点とし   

て、おおむね半径 4㎞の区域以内に 50 人以上が居住している地区であって、か   

つ容易に医療機関を利用することができない地区をいいます。 

（無医地区に準じる地区） 

   ・ 無医地区に準じる地区とは、無医地区には該当しないが、無医地区に準じた   

医療の確保が必要な地区と都道府県知事が判断し、厚生労働大臣に協議し適当   

と認められた地区をいいます。 

 

   ※ 「無歯科医地区」、「無歯科医地区に準じる地区」については、それぞれ「医   

療機関」を「歯科医療機関」に読み替えるものとします。 

 

  ○ へき地診療所等は、一定の区域内に医療機関がない地域における医療を確保することを目 

的として、道、市町村、公的医療機関等により設置・運営されおり、令和６年（2024 年）１ 

月 11 日現在、全道にへき地診療所が 103 か所、過疎地域等特定診療所として整備された歯科 

診療所が 22 か所あります。 

  ○ 令和６年(2024 年)１月 11 日現在、南渡島圏域では、函館市、松前町及び知内町に各 1か 

所、合計３か所のへき地診療所がありますが、主に歯科の診療を行う過疎地域等特定診療所 

はありません。 

 

＜へき地診療所の設置基準＞ 

 ・ へき地診療所を設置しようとする場所を中心として、おおむね半径４㎞の区域内    

に他の医療機関がなく、その区域内の人口が原則として人口 1,000 人以上であり、    

かつ、診療所の設置予定地から最寄り医療機関まで通常の交通機関を利用して 30 分   

以上要するものであること。 

 ・ 医療機関のない離島のうち、人口が原則として 300 人以上、1,000 人未満の離島

に設置するものであること。 

 

＜過疎地域等特定診療所の定義＞ 

 ・ 特定診療（眼科・耳鼻いんこう科、歯科）機能を有する医療機関がない市町村で、 

当該地域住民の特定診療科の医療を確保することを目的とした診療所。 
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  ○ 道では、第一次から第三次に至る医療圏において、よりきめ細かな保健医療サービスの提 

供を図るため、その中核となる地方センター病院と地域センター病院の整備を進めてきまし 

た。 

  ○ 南渡島圏域では、市立函館病院が地方センター病院及び地域センター病院に指定されてい 

ます。 

  ○ また、地理的条件などから地域センター病院を利用することが非常に困難な離島等の地域 

における中心的医療機関としての役割を担う離島等特定地域病院として、松前町立松前病院 

が指定されています。 

  ○ 地方センター病院及び地域センター病院に指定されている市立函館病院は、離島等特定地 

域病院の松前町立松前病院のほか、南渡島圏域の町立病院などに医師派遣を実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地方センター病院＞ 

 ・ 第三次医療圏の高度・専門医療機関として、特殊な疾病や高度・専門医療に対  

応できる医療機能を備えるとともに、臨床に密着した研修・研究が可能な施設及び

スタッフを有し、地域の医療機関への専門医師等の派遣及び技術援助を行い、他の

医療機関との機能分担、連携を図りながら、三次医療を提供するとともに、二次医

療機関の後方医療機関としての役割を担っています。 

  ・ 昭和 54 年以降、令和５年４月現在までに、第三次医療圏 5 圏域に５か所の病院

を指定しています。 

 【有する医療機能】  

  １ 診療科等 

    概ね 500 床以上の病床を有する病院であって、内科、小児科、外科、脳神経外      

科、整形外科、皮膚科、泌尿器科、産婦人科、眼科耳鼻いんこう科、リハビリ       

テーション科、放射線科及び麻酔科等ほとんどの診療科（地域の医療事情によ       

る精神科及び歯科口腔外科を含む。）が設置されている。ただし、病床数につい      

ては、当該第三次医療圏における地域の医療事情を勘案する。 

  ２ 診療、検査設備 

    がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患等に係る診断治療及び熱傷、頭部損   

傷等に係る重篤救急患者の救命医療を行うために必要な施設設備、機器を有す   

る。 

    また、免疫、病理等の検体検査及び脳、呼吸循環機能検査等の生体検査のほ   

か、ＲＩ検査及び画像診断に要する設備、機器を備えるなど、高度な検査・診   

断機能を有する。                                            

 【求められる医療活動】 

  １ 医師等の派遣及び技術援助 

    地域センター病院に対する専門医師等の派遣及び技術援助を行うとともに、   

その他地域の医療機関に対する診療協力を行うため、要請に応じ医師等の医療   

技術者の派遣を行う。 

    ２ 救急医療 

    ３ 地域の医療機関との連携 

    ４ 研究・研修 

    ５ 地域医療支援室の設置・運営 

 

＜地域センター病院＞ 

 ・ プライマリ・ケアを支援する二次医療機関であり、かつ、第二次医療圏の中核  

医療機関として、他の医療機関と機能分担を図り、地域に必要な診療体制を確保  

するとともに、地域の医療機関への医師等の派遣及び技術援助、医師等を対象と  

した研修会の開催、無医地区等の巡回診療を行うなど、第二次医療圏における中  

心的医療機関としての役割を担っています。 



- 83 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・ 昭和 44 年以降、令和５年４月現在までに、第二次医療圏 19 圏域に 25 か所の病

院を指定しています。 

 【有する医療機能】 

    １ 診療科等 

    概ね 200 床以上の病床を有する病院であって、内科、小児科、外科、整形外科、      

産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、リハビリテーション科の各診療科（地域の       

医療事情による脳神経外科及び麻酔科を含む。）がそれぞれ独立されて設置され      

ていること。ただし、病床数については、当該第二次医療圏における地域の医       

療事情を勘案する。 

  ２ 診療・検査設備 

    地域の医療事情を勘案し、人工透析、医学的リハビリーテーション、健康管   

理部門（人間ドック、健康診断）等に要する施設設備、検査機器等を備え、プ   

ライマリ・ケアを支援する体制を確立するとともに、同一圏域内の市町村に居   

住する入院患者の受入体制や、休日夜間急患センター等から転送される重症救   

急患者の医療を確保するための機能を有する。 

 【求められる医療活動】 

    １ 医師等の派遣及び巡回診療 

        地域の医療機関からの要請に応じ、医師等の医療技術者の派遣を行うととも   

に、地域の実情に応じ、無医地区等への巡回診療を行う。 

    ２ 救急医療 

    ３ 地域の医療機関との連携 

    ４ 研究・研修 

 

＜離島等特定地域病院＞ 

 ・ 地理的条件などから地域センター病院を利用することが非常に困難な離島等の 

  地域において、地域に必要な診療機能を確保し、他の医療機関との連携を図りな 

  がら、当該地域における中心的医療機関としての役割を担っています。  

 ・ 令和５年４月現在までに、第二次医療圏３圏域に４か所の病院を指定していま

す。 

 【有する医療機能】 

  １ 診療科等 

    概ね 100 床以上の病床を有する病院（離島地域を除く。）であって、内科、外      

科、産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科等地域に必要な診療科が設置されている。 

  ２ 診療・検査設備 

    人工透析、医学的リハビリテーション、健康管理部門（人間ドック、健康診   

断）等に要する施設設備、検査機器等を備えるなど、地域の実情に応じた診療   

支援機能を有する。 

  【求められる医療活動】 

    １ 診断支援 

        地域の実情に応じ、無医地区等への巡回診療及び地域の医療機関への診療支   

援などを行う。 

    ２ 救急医療 

    ３ 地域の医療機関等との連携 

  ４ 研修等 

 

（出典：「地方・地域センター病院等の整備方針」（一部変更）） 
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  ○ 平成 15年４月に 25 か所の地域センター病院のうち、19か所を「へき地医療拠点病院」と 

して指定し、さらに令和４年４月民間病院 1カ所追加し、令和６年１月現在 20 カ所を指定 

しています。 

  ○ 道内においては、へき地医療に関して一定の実績を有するものとして社会医療法人の認定 

を受けている法人は、令和５年 10 月現在 40 法人あり、へき地診療所やへき地医療拠点病院

への医師派遣を実施しています。 

   ○ 南渡島圏域においては、へき地医療に関して一定の実績を有するものとして社会医療法人 

の認定を受けている法人は、令和５年 10月 1 日現在３法人があり、圏域内のへき地診療所 

及び南檜山第二次医療圏のへき地診療所に医師派遣を行っています。（渡島保健所調査） 

    ○ 第９次へき地保健医療計画（平成 13 年度～17 年度）において、へき地診療所等からの代 

診医の派遣要請などの広域的なへき地医療支援事業の企画・調整等を行い、へき地医療対策 

の各種事業を円滑かつ効率的に実施するため、都道府県単位でへき地医療支援機構を設置す 

ることとされたことから、道では、平成 14 年度に「北海道へき地医療支援機構」を設置しま 

した。 

 

＜北海道へき地医療支援機構の主な役割＞ 

 ◇ へき地診療所等への代診医を含む医師の派遣調整 

 ◇ 無医地区等への巡回診療の実施に関する調整 

 ◇ へき地医療従事者に対する研修計画、プログラムの作成 

 ◇ へき地医療拠点病院の活動評価等 

 

＜へき地医療拠点病院の主な役割＞ 

◇ へき地診療所等からの患者の受け入れ 

◇ 無医地区等への巡回診療の実施 

◇ へき地診療所等への代診医等の派遣 

◇ へき地の医療従事者に対する研修会等の実施 

◇ へき地診療所等に対する遠隔診療等の各種診療支援等 

 

  ○ 北海道における地域医療の充実・確保に向け、道は、医師派遣を巡る諸課題への対応策に 

ついて検討・協議を行い、具体的な取組を推進するため、北海道地域医師連携支援センター 

において、自治体病院等への医師派遣調整を実施しています。 

    ○ へき地医療対策に係る総合的な意見交換や計画の進行管理については、道が設置している 

北海道総合保健医療協議会地域医療専門委員会で協議しています。 

    ○ 北海道地域医療振興財団は、本道の各地域の医療機関における医師の充足と医療機能の強 

化を促進し、もって地域医療の充実を図り、道民の福祉の向上に資することを目的として、 

北海道、市町村、北海道医師会、北海道歯科医師会等が参画して昭和 60年に設立され、常勤 

医師等の紹介・斡旋を行うドクターバンク事業を行っています。 

    ○ へき地の住民の救急医療に対応するため、医療機関へ患者の救急搬送を要する場合、道の 

消防防災ヘリコプターやドクターヘリ等による搬送を実施しています。 

  ○ へき地の住民が必要に応じ、都市部の医療機関において、高度・専門的医療が受けられる 

よう、患者搬送固定翼機（メディカルウイング）を運航しています。 

 

＜患者搬送固定翼機（メディカルウイング）＞ 

  地域の医療機関では提供できない高度・専門的医療を必要とする患者を医師によ 

る継続的な医学的管理を行いながら、計画的に搬送することを目的とし、医師等の 

搭乗が可能な医療機器等を装備した固定翼機 
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（２） 課 題 

  ア へき地における保健指導 

へき地における住民の健康の保持・増進を図るため、住民の保健衛生状態を十分把握し、 

   実情に応じた保健指導を行う必要があります。 

 

  イ へき地における診療の機能 

   ○ へき地診療所において住民に身近な医療を確保する必要があります。 

○ へき地診療所、地方・地域センター病院等の連携により、初期救急医療及び入院を要す

る救急医療に適切に対応できる体制の確保充実を図る必要があります。 

○ へき地診療所等における診療の結果、専門的な医療や高度な医療を要するとされた場合、

病状や緊急性に応じ適切な医療機関への紹介・搬送する体制を確保充実する必要がありま

す。 

 

  ウ へき地の診療を支援する医療の機能 

○ へき地診療所等への医師派遣などが行えるよう、へき地の診療を支援する医療機関等に

おいて必要な医師などの医療従事者の充足により体制を確保する必要があります。 

   ○ へき地の診療を支援する医療機関からの医師派遣等の機能について、オンライン診療等

も活用し、強化していく必要があります。 

○ 医療機関への通院が困難な住民に対し、通院のための交通手段を確保する必要がありま

す。 

○ へき地診療所、地方・地域センター病院及びへき地の診療を支援する医療機関等が、通

信技術を応用した画像診断などの遠隔医療の実施に必要な機器等の整備し、医療機関のＩ

ＣＴ活用を検討することを推進する必要があります。 

                     

 

（３） 必要な医療機能 

  ア へき地における保健指導の機能 

    へき地において、保健指導を提供することが必要です。 

 

  イ へき地における診療の機能 

   ○  へき地において、地域住民の医療を確保することが必要です。 

   ○ 専門的な医療機関や高度な医療機関へ搬送する体制を確保することが必要です。 

 

  ウ  へき地の診療を支援する医療の機能 

    診療支援機能を維持向上することが必要です。 

 

  エ 行政機関等によるへき地医療の支援 

    へき地において継続的に医療サービスを提供できるよう、関係機関の調整を行うことが必 

   要です。 

 

 

（４） 数値目標等 

     

指   標   名   

 

 

現 状 値 

   

  目標値(R11) 

 

    

   目標数値の考え方 

 

 地域センター病院の整備 １ １     現状維持 

 地方センター病院の整備 １ １    現状維持 
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（５） 数値目標等を達成するために必要な施策 

関係機関相互の連携により、適切な保健及び医療サービスが継続して実施される体制の維 

持・構築に努めます。 

 

  ア へき地における保健指導 

市町や最寄りのへき地診療所等との連携のもと、住民の保健衛生状態を十分把握し、計画 

   的に地区の実情に即した保健指導を行います。 

 

  イ へき地における診療の機能  

○ へき地診療所等の施設・設備の整備費や運営費に対して、支援を受けられるよう助言し

ます。 

○ へき地診療所と地方・地域センター病院等との連携を強化するとともに、（財）北海道地

域医療振興財団のドクターバンクなどの医師派遣事業等により、診療機能確保に必要な常

勤医、代診医の確保ができるよう助言します。 

   〇 へき地においては、幅広い診療に対応できる総合診療医は重要な役割を担うことから、 

    道は、医育大学、北海道医師会等の関係団体などとの連携の下、総合診療医の確保・活用 

    に取り組みます。 

○ 市町が患者輸送車等を整備する事業に対して支援を受けられるよう助言し、搬送体制を

維持確保できるようにします。 

 

  ウ へき地の診療を支援する医療の機能 

   ○ へき地医療従事者を対象とした研修会の開催等、地方センター病院が行うへき地医療支

援活動に対して支援します。 

○ 遠隔医療や診療情報の共有ネットワーク化を行うため、必要な機器等の整備を行うへき

地医療拠点病院などに対して支援します。 

○ 医育大学に設置した地域医療支援センターによる医師派遣、自治医科大学卒業医師や

地域枠医師の配置、北海道地域医療振興財団のドクターバンク事業、緊急臨時的医師派遣

事業等により、へき地の診療を支援する医師の確保を図ります。 

○ へき地医療を行う社会医療法人の認定要件である医師派遣の実績については、へき地診

療所への派遣のほか、平成 24 年４月からは、へき地医療拠点病院への医師派遣実績が要件

に加えられましたが、今後、へき地医療を担う中核的な病院等に対する医師派遣実績につ

いても要件に加えるよう、国に対して要望を行います。 

    

  エ 行政機関等によるへき地医療の支援 

○ 北海道へき地医療支援機構について、北海道地域医師連携支援センターとのより緊密な

連携を進め、へき地医療体制の確保に向けた総合的な企画・調整を行います。 

○ 道は、北海道のホームページを活用し、道内の地域医療の現状や地域医療を確保するた

めの対策などについて紹介します。 

 

 

（６） 医療機関等の具体的な名称 

  ○ へき地診療所 

医  療  機  関  名 所  在  地 

 医療法人社団清邑会  椴法華クリニック  函館市新浜町 171 番地 9     

 町 立 江 良 診 療 所  松前郡松前町字江良 872 の 1   

 知 内 町 立 湯 の 里 診 療 所  上磯郡知内町字湯ノ里 156 番地 61  
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 ○ へき地医療を支援する病院    

区  分 医療機関名 指定年度 

 地域センター病院 市立函館病院 昭和 59 年 

 地方センター病院 市立函館病院 平成６年 

 

  ○ 離島等特定地域病院 

医 療 機 関 名 指定年度 

松前町立松前病院 平成６年 

     

○ へき地診療所に医師を派遣している圏域内の社会医療法人 

病    院    名    称 所在地 法   人    名    称 社会医療法人認可 

社会医療法人 高橋病院 函館市 社会医療法人 高橋病院 平成 23 年９月 

社会医療法人仁生会 西堀病院 函館市 社会医療法人 仁生会 平成 26 年９月 

亀田北病院 函館市 社会医療法人 文珠会 令 和 ５ 年 ３ 月 

          

 

（７） 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

     歯科医師の確保が困難なへき地における歯科保健医療サービスの確保に努めます。 

 

 

（８） 薬局の役割 

    へき地において医薬品や衛生材料の提供が行われるよう、薬剤師会等関係機関が連携協力 

し、在宅医療の提供及び連携体制整備についての取り組みを進めます。 

 

 

（９） 訪問看護事業所の役割 

    医療資源が限られるへき地において、地域の特性や生活状況を踏まえた適切なケアが提供 

されるよう努めます。 
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１１ 周産期医療体制 

（１） 現 状 

  ○ 南渡島圏域の出生数は、平成16年は3,047人、平成21年は2,738人、平成26年は2,279人、令 

和元年は1,877人、令和４年に1,524人となり、年々減少しています。＊1 

  ○ 低出生体重児（2,500グラム未満）の出生割合は、平成16年は9.3％、平成21年は10.3％、 

平成26年は8.2％、令和元年は8.6％、令和３年に9.4%と８～10％前後で推移しています。＊2 

 

 

＊1 厚生労働省「令和４年人口動態調査」 

 

 

＊2 北海道保健統計年報（令和３年までのデータ） 

 

○ 南渡島圏域における産婦人科医師数は、平成28年32人、令和２年31人、令和４年32人とほ 

ぼ横ばいとなっています。＊ 
＊ 厚生労働省「医師、歯科医師、薬剤師統計（調査）」 

  ○ 南渡島圏域では、分娩を取り扱う医療機関が５か所、それぞれの医療機関は、連携して役 

割を担っています。 

  ○ 南渡島圏域で就業している助産師は、平成28年73人、令和２年92人、令和４年では93人と 

0
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平成１６年 平成２１年 平成２６年 令和元年 令和４年

南渡島圏域の出生数推移

南渡島圏域合計（人） 函館市（人） 渡島保健所管内（人）

平成１６年 平成２１年 平成２６年 令和元年 令和４年
南渡島圏域合計（人） 3,047 2,738 2,279 1,877 1,524
函館市（人） 1,946 1,889 1,611 1,305 1,080
渡島保健所管内（人） 1,101 849 668 572 444

平成１６年 平成２１年 平成２６年 令和元年 令和３年
南渡島圏域合計（％） 9.3 10.3 8.2 8.6 9.4
函館市（％） 9.3 9.5 8.4 9.2 9.1
渡島保健所管内（％） 9.3 12.2 7.9 7.3 10.1

平成１６年 平成２１年 平成２６年 令和元年 令和３年
南渡島圏域合計（人） 283 283 188 162 155
函館市（人） 181 179 135 120 107
渡島保健所管内（人） 102 104 53 42 48
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なっています。 

  ○ 北海道では、平成13年に「北海道周産期医療システム整備計画」、平成23年に「北海道周 

産期医療体制整備計画」（以下「整備計画」という。）を策定し、第三次医療圏ごとに総合 

周産期母子医療センター（以下「総合周産期センター」という。）を６か所、第二次医療圏 

ごとに地域周産期母子医療センター（以下「地域周産期センター」という。）を30か所認定 

し、整備計画を推進しており、南渡島圏域では、総合周産期センターとして函館中央病院が 

指定され、地域周産期センターとして市立函館病院が認定を受けています。＊ 
    ＊ 「指定」とは、総合周産期センターが、国の定める一定の要件（医療従事者や母体・胎児集中治療管理室（ＭＦＩＣＵ）な

どの病床数）を満たし、北海道総合保健医療協議会の意見を踏まえ北海道が指定するもの。国の定める一定の要件を満たし

ていない医療機関については、その整備が図られるまでの間は「認定」として取り扱う。  
  ○ 「指定」された総合周産期センターは、第三次医療圏内の産科医療機関の医師及び看護師 

などの医療従事者を対象とした研修会を開催しており、圏域内の医療機関の連携体制の構築 

や医療技術の向上が図られています。 

  ○ 北海道では、平成13年から北海道周産期救急情報システムにより、総合周産期センターな 

どにおける妊産婦や新生児の受入情報を各医療機関や消防機関等へ提供しています。 

  〇 平成21年度から開始した周産期救急搬送コーディネーター事業では、北海道周産期救急情 

報システムの日々の情報更新、患者を搬送する際の医療機関、消防機関との連絡調整、妊産 

婦等からの病状や受診医療機関などについての電話相談を行っています。 

  〇 総合周産期センターでは対応が難しいハイリスクの胎児や新生児に対応するため、平成19 

年９月に開設した北海道立子ども総合医療・療育センター（コドモックル）を「特定機能周 

産期母子医療センター」として位置づけ、搬送患者の受入や全道の医療従事者等を対象とし 

た研修会の開催などを行っています。 

  ○ 妊産婦からの症状や受診医療機関などについての電話相談等を行っています。 

  ○ 南渡島圏域では、助産師外来は令和６年４月１日現在、函館五稜郭病院に設置されていま 

す。 
 

 

（２） 課 題 

  ア 総合周産期センター等における産婦人科医師の確保等 

    総合周産期センター等への産婦人科医師の優先的かつ重点的な確保が必要です。 

    また、令和６年４月に施行の医師の時間外・休日労働の上限規制に適切に対応した医療体 

制を確保する必要があります。 
 

  イ 周産期医療従事者に対する研修機能の充実 

    現場の医療従事者のニーズを把握しながら研修内容の充実を図ることが必要です。 
 

  ウ 総合周産期センター等のＮＩＣＵ等に長期入院している児童の療養・療育環境の充実 

    新生児集中治療管理室（以下「ＮＩＣＵ」という。）等に長期入院している児童が病状な 

どに応じた望ましい環境で療養・療育されるよう、保健・医療・福祉サービスが相互に連携 

した支援体制の充実が必要です。 
 

 

（３） 必要な医療機能 

    個々の医療機能、それを満たす医療機関、さらにそれら医療機関相互の連携により、対応 

する分娩のリスクに応じた医療が提供される体制を構築する必要があります。 

    周産期医療体制の構築に当たっては、総合及び地域周産期センターを中心として、医療機 

関間の連携、第三次医療圏間の連携（広域搬送・相互支援体制の構築等、圏域を越えた母体 

及び新生児の搬送及び受入が円滑に行われるための措置）等を推進するとともに、これまで 

のハイリスク分娩などに対する取組以外にも、正常分娩等に対する安全な医療を提供するた 

めの体制の確保や周産期医療関連施設を退院した障がい児等が生活の場で療養・療育できる 

体制の確保が必要です。 



- 90 - 

 

 

  ア 正常分娩等に対し安全な医療を提供するための、周産期医療関連施設間の連携 

   ○ 正常分娩（リスクの低い帝王切開術を含む。）や妊婦健診等の分娩前後の診療を安全に 

実施できる体制の構築が必要です。 

   ○ ハイリスク分娩や急変時には地域周産期センター等へ迅速に搬送が可能な体制の構築が 

必要です。 

   ○ 妊産婦のメンタルケアや社会的ハイリスク妊産婦（特定妊婦等の妊娠中から家庭環境に

おけるハイリスク要因を有する妊婦）への対応が必要です。 

 

  イ 周産期の救急対応が24時間可能な体制 

    総合及び地域周産期センターを中心とした周産期医療体制による、24時間対応可能な周産 

期の救急体制の確保が必要です。 

 

  ウ 新生児医療の提供が可能な体制 

    新生児搬送やＮＩＣＵ、ＮＩＣＵに併設された回復期治療室（ＧＣＵ）及びＮＩＣＵ等の 

後方病室確保を含めた新生児医療の提供が可能な体制の構築が必要です。 

 

  エ ＮＩＣＵに入室している新生児の療養・療育支援が可能な体制 

    周産期医療関連施設を退院した障がい児等が生活の場で療養・療育できるよう、医療、保 

健及び福祉サービスが相互に連携した支援体制の構築が必要です。 

 

  オ 周産期医療における災害対策 

    災害時に周産期に係る適切な医療や物資が提供され、また、被災地からの搬送受入れや診 

   療に係る医療従事者の支援が適切に行われる体制の構築が必要です。周産期センターにおい 

ては、被災後、早期に診療機能を回復できるよう、必要な物資の確保等、平時からの備えを 

行っておくことが必要です。 

 

 カ 周産期医療における新興感染症の発生・まん延への対策 

新興感染症が発生した際に、速やかに外来診療、入院、自宅療養者等への医療等が提供で 

きるような体制の構築が必要です。 

 

 

（４） 数値目標等 

指標区分 指標名(単位) 現状値 目標値(R11) 目標値の考え方 

体制整備 

分娩を取り扱う 

医療機関数（か所） 

15～49歳女性 

10万人当たり 
8.6 7.6 

全道平均（7.6） 

以上 

総合周産期母子医療センター 

【指定】 

【第三次医療圏】 

医療機関名：函館中央病院 

1 1 現状維持 

地域周産期母子医療センター 

（認定） 

【第二次医療圏】 

医療機関名：市立函館病院 

1 1 現状維持 

産科・産婦人科を標ぼうする病院、

診療所の助産師外来開設割合（%） 

開設医療機関名：函館五稜郭病院 

8.3 23.8 
全道平均（23.8） 

以上 

 



- 91 - 

 

（５） 数値目標等を達成するために必要な施策 

  ア 総合周産期センター及び地域周産期センター等の整備 

   ○ 産婦人科医師の複数配置については、三医育大学などの協力のもと、医師の派遣を受け 

ながら、地域の医療資源を最大限活用し、優先的かつ重点的に行います。 

   ○ 第三次医療圏内において、ハイリスク児やハイリスク分娩などに対応できるよう、総合 

周産期センターに優先的かつ重点的に産婦人科医師を確保することなどにより、機能の維 

持強化を図ります。 

   ○ 第二次医療圏内において、ハイリスク分娩等に対応する地域周産期センターに対し、産 

婦人科医師の複数配置などを行い、産婦人科医師の優先的かつ重点的確保を図ります。 

   ○ 総合周産期センターなどから、自家用車での妊産婦の冬期間の移動時間がおおむね120 

分、移動距離がおおむね100㎞を超える地域＊において、産科医療機能を確保する必要があ 

る地域周産期センター等に対して、産婦人科医師の優先的な確保を図ります。 
      ＊ 妊産婦の移動時間、移動距離をおおむね120分、おおむね100㎞の範囲内とする根拠：安全で安心して出産できる移動時間 

や移動距離を検討したところ、妊産婦の居住地から自家用車での冬期間の移動時間がおおむね120分、移動距離がおおむね

100㎞の範囲内に産科医 療機関が存在すれば、最低限墜落分娩などの危険を避けることができると考え、文献学的考察を

加えるとともに三医育大学の意見を踏まえ設定したもの。 
   ○ 産婦人科医師の勤務環境の改善を促し、産婦人科医師の増員を図るとともに、より身近

なところで安心して出産できる環境の整備を目指していきます。 

 

  イ 救急搬送体制等の整備 

    北海道周産期救急情報システムや周産期救急搬送コーディネーター等を活用し、妊産婦や 

新生児のスムーズな周産期センターへの救急搬送体制の確保に取り組みます。 

  

  ウ 周産期医療従事者に対する研修機能の整備 

    総合周産期センターにおいて、第三次医療圏内の産科医療機関の医師及び看護師などの医

療従事者を対象とした研修会を開催し、圏域内の医療機関の連携体制の構築や医療技術の向

上に努めます。 

 

  エ 妊産婦の多様なニーズに対応する取組 

   ○ 身近なところに産科医療機関がない地域における妊産婦や産婦人科医師の負担軽減につ 

ながることから、産科及び産婦人科以外の診療科を含めた医療機関や関係団体と連携しな 

がら、助産師外来＊、院内助産所の開設等を促進します。 
＊ 助産師外来:助産師が医師と役割分担しながら自立して妊産婦やその家族の意向を尊重しながら健診や保健指導を行うもの。 

   ○ 無痛分娩を実施する医療機関について、無痛分娩関係学会・団体連絡協議会（ＪＡＬＡ）

の実施する研修、情報公開、有害事象分析事業への参画を推進します。 

 

  オ ＮＩＣＵ等に長期入院している児童への支援 

    ＮＩＣＵ等に長期入院している児童の退院を促進し、ＮＩＣＵ等の満床状態を解消するた 

めの地域療養支援施設運営事業や在宅への円滑な移行促進・保護者等のレスパイトのための 

日中一時支援事業などに取り組みます。 

 

  カ 周産期医療における災害対策 

災害時に周産期に係る適切な医療や物資が提供されるよう、災害拠点病院や周産期センタ 

ー等の連携体制の確保を進めるなど、災害時における周産期医療体制の構築に努めます。 

 

  キ 周産期医療における新興感染症の発生・まん延への対策 

新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への医療等が提供で 

きるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協定を締結するなど、平時から計画的な 

準備に努めます。また、主に当該感染症に対応する医療機関等と当該感染症以外に対応する 

医療機関等の役割分担が図られるよう調整に努めます。  
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（６） 医療機関等の具体的名称 

  ア【周産期母子医療センター】 

第三次 

医療圏 

第二次 

医療圏 
医療機関名 機能区分等 

道南 南渡島 

函館中央病院 

総合周産期センター 

【平成 20年２月 22 日指定】 
機能：母体又は児におけるリスクの高い妊娠に対する医

療、高度な新生児医療等の提供（第三次医療圏ごと） 

市立函館病院 

地域周産期センター 

【平成１３年１０月１日認定】 
機能：周産期に係る比較的高度な医療の提供（第二次医

療圏ごと） 
 

  イ【分娩を取り扱う医療機関】 

第三次 

医療圏 

第二次 

医療圏 
病院 有床診療所 

道南 南渡島 

函館中央病院 医療法人社団明誠会こじま産婦人科 

市立函館病院 医療法人社団陵仁会えんどう桔梗マタニティクリニ

ック 函館五稜郭病院 

 

 

（７） 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

    妊娠はホルモン等の内分泌機能の生理的変化により、歯周病のリスクを高めることから、 

市町等と連携し、妊産婦に対して歯・口腔の健康づくりに関する正しい知識や定期的に歯科 

医療機関を受診することの必要性を啓発するための機会の確保に努めます。 

また、妊婦が歯科医療機関を受診した際は、妊娠週数に配慮し、適切な歯科医療の提供に 

努めます。 

      

 

（８） 薬局の役割 

    妊婦等が医薬品を適切かつ安全に使用できるよう、薬局において、薬学的管理（薬剤服用 

歴の管理、服薬状況や副作用の把握等）を行うとともに、妊婦等への適切な服薬指導などに 

努めます。 

 

 

（９） 訪問看護事業所の役割 

  ○ 周産期医療関連施設を退院した障がい児等が在宅で療養・療育できるよう医療機関などと 

連携し支援を行います。 

  ○ 心身の疾病や障がいのある妊婦が不安なく妊娠期の生活や分娩ができるよう、医療機関や 

市町等地域関係者と連携し支援を行います。 
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１２  小児医療体制（小児救急医療を含む） 

（１）現 状 

  ア 小児人口及び医療機関・医師等の状況 

   ○ 南渡島圏域の小児人口（15 歳未満）は、国勢調査の結果によると、平成 12 年 5万 9,211 

人、平成 22 年 4万 6,334 人と 10 年間で 1 万 2,877 人（21.7％）減少、平成 27 年では 4万 

774 人となり 15 年間で 1 万 8,437 人（31.1％）の減少、令和２年には 3 万 5,119 人とな

り、2万 4,092 人（40.7％）減少し、平成 12 年の６割程度となっています。(【参考】令和

５年１月１日現在住民基本台帳では 3万 2,887 人で 2 万 6,324 人（44.5％）減少。) 

 

   【南渡島圏域の小児人口】  

 

 

 

 

 

 

 

調   査   年 平成 12 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2年 

小  児  人  口 （人） 59,211 46,334 40,774 35,119

 平成 12 年を 100 とした割合  100.0％ 78.3％ 68.9％ 59.3％

 

 

 平成 12 年からの減少数（人）  

（ 減 少 率 ） 

            － 

            

12,877 

（21.7％） 

18,437 

 （31.1％） 

24,092

（40.7％）

 

 

 平成 22 年からの減少数（人）  

（ 減 少 率 ） 

            － 

 

            － 

 

5,560 

（12.0％） 

11,215

（24.2％）

       出典：総務省「国勢調査」（e-stat「政府統計の総合窓口」から）  

   

○ 南渡島圏域では、令和５年 10 月１日時点で小児科を標榜する病院は、11 施設、診療所

(一般の外来を行っていない診療所を除く)は 36 施設あり、その内、函館市に病院が８施設

(72.7％）、診療所が 20施設(55.6％)所在し、函館市内に集中する傾向にあります。 

   ○ なお、知内町と鹿部町には小児科を標ぼうする医療機関はありません。 

○ 平成 24 年 10 月１日と比較すると、病院においては 12 施設から 11 施設に減少し、診療

所(一般の外来を行っていない診療所を除く)においては、53 から 36 施設に 17(32.1％)減

少し、その内函館市内の施設は 33から 20 施設に 13(39.4％)減少しています。 

また、南渡島圏域の診療所減少率は、全道平均 21.3％(平成 24 年から令和５年４月１日

時点までに減少した率）を大きく上回っています。 

○ 南渡島圏域では、令和５年 10月１日時点で小児歯科を標榜する歯科診療所は、111 か所

あり、82か所（73.9％）が函館市に集中しています。 

○ 道内の医師数は増加していますが、「小児医療を行う医師数」は年々減少しており、南渡

島圏域においても同様に年々減少し、平成 16 年から直近データの令和４年までの 18 年間

で 28 人（31.5％）少なくなっています。 

また、道内の「小児科を専門とする医師数」は年々増加の傾向にあります。南渡島圏域

においては年々減少の傾向にありましたが、令和２年に 10 人増となり、令和４年では 43

人となっています。平成 16 年から令和４年までの 18 年間では、５人（10.4％）少なくな

っています。 

 

 【南渡島圏域の小児科医師数（各年 12 月末現在）】 

 

 

 

 

 

 

 

項        目 １６年 １８年 ２０年 ２２年 ２４年 ２６年 ２８年 ３０年 2 年 4 年 

南 

渡

島 

 医  師  総  数   877   901   907   908   904  878   905   884   921   925 

 

 

 小児医療を行う医師数    89    83    77    77    70    64    61    56    68    61 

  小児科を専門とする医師数 48 44 44 45 41 39 33 34 44 43 

全 

 

道 

 医  師   総  数 12,201 12,307 12,447 12,612 12,853 12,987 13,309 13,425 13,731 13,616 

 

 

 小児医療を行う医師数 1,190 1,117 1,085 1,021 1,011 1,001   917   896   909   866 

  小児科を専門とする医師数 598   604   617   618   634   642   639   631   648   648 

  出典：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査（各年 12 月末現在）」（e-stat「政府統計の総合窓口」から） 

 ＊ 「小児医療を行う医師数」とは、診療科として小児科のみを回答した医師及び複数回答した診療科の中に、小児科を含んでいた医師の数。 

  ＊ 「小児科を専門とする医師数」とは、診療科として小児科のみを回答した医師及び複数回答した診療科のうち、小児科を主たる診療科とした医師の数。 
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  イ 小児救急の状況 

○ 南渡島圏域における 18 歳未満の救急搬送数については、平成 29 年 1,336 人から途中、

令和２年、３年はコロナ禍の影響もあり、減少していますが、令和４年には 1,308 人と同

程度となっています。また、令和４年の全救急搬送数における軽症者の割合は 46.0％であ

るのに対し、18歳未満の救急搬送数における軽症者の割合は 75.4％となっています。 

 

【救急車における搬送人員の推移】 
年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 

南渡島圏域 20,651 21,340 21,625 19,121 20,445 22,877 

 

【年齢別救急搬送人員とその割合】 

年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 

南渡島圏域 18歳未満 1,336 1,313 1,381 889 999 1,308 

 割合（％） 6.5 6.2 6.4 4.6 4.9 5.7 

     データー ： 各消防本部からの情報提供による(渡島保健所調べ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年別軽症者の救急搬送人員及び割合】 

 

 

 

 

 

 

年 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令 和 2 年 令和 3 年 令和 4 年  

 

 

 

 

 

南渡島圏域       

 

 

 

 

軽    症 9,848 10,222 10,328 8,385 10,222 10,328 

 

 

 

全体割合（％） 47.7 47.9 47.8 43.9 42.6 46.0 

小児割合（％） 74.3 72.9 71.0 68.1 68.3 75.4 

 人数(人） 978 957 980 605 682 986 

    データー ： 各消防本部からの情報提供による(渡島保健所調べ）  

 

○ 厚生労働省の調査(＊1)によると、小児救急患者の時間帯別の受診状況は、平日では夕刻か

ら準夜帯（18 時から 22 時頃まで）にかけて増加傾向にあり、土日では更に多くなってお

り、小児救急患者はいわゆる時間外受診が多いことが指摘されています。 

○ また、道が実施した「二次救急医療機関における救急患者受入実態調査」（＊2） における

小児救急患者の時間外受診の状況を見ると、「特に軽症」と「軽症」の患者が多数を占めて

います。 

○ このような小児救急における受療行動には、少子化、核家族化や共働きなどの家庭環境

の変化とともに、保護者等による専門医志向や病院志向が大きく影響していると指摘され

ています。 

○ 小児救急医療体制の整備に対する社会的要請が高まっていることから、南渡島圏域では、    

通常の救急医療体制によるほか、道が行う「小児救急医療支援事業」により二次救急輪番

体制の中で、現在、市立函館病院、函館中央病院、函館五稜郭病院、共愛会病院の４病院

が輪番により、休日及び夜間における小児の二次救急医療に対応しています。 
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    【小児救急医療支援事業】 

１ 目 的 

  初期救急医療施設及び救急患者の搬送機関との円滑な連携体制の下に、休日又は夜

間における入院治療を必要とする小児の重症救急患者に対する医療を確保するもの。 

２ 事業概要 

    地域設定は、原則として二次医療圏単位として、地域の小児科を標榜する病院群が 

病院群輪番制方式により、小児救急医療に係る休日・夜間の診療体制を整えるものと 

し、原則として、初期救急医療施設からの転送患者を受け入れるもの。 

  病院とは、市町村又は市町村長の要請を受けた病院の開設者が整備、運営する病院 

で、相当数の病床を有し、小児科医師等医療従事者及び小児の救急専用病床の確保等、 

第二次病院としての診療機能を有する病院とする。 

（北海道小児救急医療支援事業費補助金交付要綱から引用） 
        ＊1 厚生労働科学研究「小児救急医療における患者・家族ニーズへの対応策に関する研究」（主任研究者衛藤義勝）（平成 16 年度） 

＊2 北海道保健福祉部調 

 

○ 道では、「小児救急医療地域研修事業」として平成 17年度から「北海道小児救急医療地

域研修事業」を道内の内科医等を対象として小児救急に関する研修を実施し、地域の小児

救急医療に係るネットワーク体制の構築に努めており、保健所においても開催案内等を行

って研修会への参加を呼びかけています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小児救急医療地域研修事業】 

    

 〈北海道小児救急医療地域研修事業〉（平成 17年度から） 

   □  実施機関 ： 北海道医師会へ事業委託 

   □ 実施地区 ： 第三次医療圏を基本に、全道８地区に区分し開催 

   □  対 象 者 ： 在宅当番医制に参加する医師等 

   □  概要及び目的 

      道内の内科医等を対象とした小児救急に関する研修を実施することにより、 

      地域の小児救急医療体制の確保・推進を図ることを目的とする。 

   □ 期待される効果 

     (1) 地域の小児救急医療体制を確保し、小児二次救急医療機関に勤務する小児科 

     医師の負担軽減を図る。 

     (2) 地域の医療関係者・消防関係者等が研修を受講することにより、小児救急医 

     療に対する理解を深めるとともに、地域の実情に応じた小児救急医療体制に関 

     するネットワークを構築する。 など 

（「北海道医療計画（令和 6年度（2024 年度）～令和 11年度（2029 年度））及び「令和元年度北海道小児 

救急医療地域研修会について」から引用。） 

 

    【小児救急医療地域研修事業参加者の推移（道南地区分）】                 （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

 

年   度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２ ８ 年 度 ２９年度 ３０年度 元 年 度 2 年 度 3 年 度 4 年 度 

開  催 地 函館市 江 差 町 函館市 函館市 函館市 函 館 市 函館市 函館市 函館市 函館市 函館市 函館市 

参 加 者 数 65 69 82 80 90 108 84 98 95  

 

 

 

 

46 46 

内

 

 

訳

医   師 22 11 22 16 19 16 22 23 20 18 14 

看護師等 ２ ９ 27 13 ９ 17 ８ ２ ４ ５ １ 

消防隊員 30 32 27 44 54 61 38 66 61 19 29 

他医療職 ７ 15 ４ ５ ５ ９ 16 ７ 10 ４ ２ 
     ※ 内訳の「他医療職」には、保健師、助産師及び薬剤師等は入る。 
        ※ 平成 19 年度から看護師や救急隊員、20 年度から臨床研修指定病院にも周知。23 年度までの事業名は「小児救急地域医師研修事業」。 
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○ 保護者の子育て不安の解消に資する観点から、夜間における子どもの急な病気やけがな

どの際に、専任の看護師や医師が保護者等からの相談に対し、電話により助言を行う「小

児救急電話相談事業」を実施するとともに、救急医療情報を道民、医療機関、消防機関に

提供する「北海道救急医療情報・広域災害情報システム」を運営するほか、救急法等講習

会の実施など、救急医療についての啓発を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈小児救急電話相談事業〉（平成 16 年度から） 

電  話  番  号 

 ☎ 011－232－1599（いーこきゅうきゅう） 

  ＊ プッシュ回線の固定電話及び携帯電話からは、短縮ダイヤル    

「＃８０００」も利用できます。 

相 談 実 施 日 
 毎 日  午後７時から翌朝８時まで  

  看護師１名（センター対応）、医師１名（自宅等待機） 

利用に当たって 

の注意事項 

※ 医師が直接診察して治療を行うものではなく、あくまでも電話によ

る家庭での一般的対処などに関する助言・アドバイスを行うものです。 
 

 【小児救急電話相談事業 相談件数の推移（相談者の居住圏域別）】         （単位：件） 

  年  度 23 年度 24 年度 25 年度 2 6 年 度  27 年度  28 年度  29 年度 30 年度 元年度 令和 2 年 令和 3年 令和 4 年 

 道  南    486   420   457   538    697  1,180  1,272  1,099   1,396  8 1 1  920   1,128 

 合  計  8,201 7,833 8,249 8, 2 8 4 10,299 14,393 15,914 16,614  17,151 12,013 15,054  16,838 

 
相談時間帯 

毎                日 

 19：00～23：00 19：00～翌 8：00 
      出典：「北海道医療計画（令和６年度(2024 年度)～令和 11 年度(2029 年度)の「第 12 節 小児医療体制（小児救急医療を含む」、「1 現状」、

「（小児救急の状況）」の 132 ページ「小児救急電話相談事業相談件数の推移（相談者の居住圏域別）」から 

 

 

ウ 療養・療育支援体制等の状況 

○ 大学病院などにより高度な小児医療が提供されているほか、小児医療と障がい児療育の

機能を一体的に備えた北海道立子ども総合医療・療育センター(コドモックル)において、

出生前からの一貫した治療・訓練、医学的リハビリテーションや療育とともに小児高度医

療を提供しています。 

   ○ 令和３年度における小児の在宅人工呼吸器患者数は、全国で 7,747．4人、全道では 141.6

人となっています。＊１ 

   ○ 南渡島圏域の小児の在宅人工呼吸器患者数は、平成 28 年度においては 3.2 人となって

います。＊２ 

 

 

（２） 課  題 

  ア 小児医療体制等の確保 

○ 子どもを持つ家族からの相談など、家族を支援する体制や子どもの症状・状態に応じた

小児医療体制の確保が必要です。 

○ 二次救急医療機関における小児救急患者に占める軽症者の割合が高いことが以前から指

摘されており、小児科勤務医が長時間にわたる不規則な勤務を余儀なくされ、その改善が

求められています。 

○ 第二次医療圏内において、専門医療や 24 時間体制の救急医療を提供する体制の確保に 

 努め、入院医療や救急医療を提供できる体制を確保することが必要です。 
 

イ 小児高度専門医療や療養・療育支援体制の確保 

○ 小児疾患に対する高度・専門的な診断・治療や医療・療育体制、また、小児の三次救急医

療体制についての検討も必要です。 

    ＊１ 令和 3年度 NDB（ナショナル・データ・ベース）のレセプト件数を 12で割った値 

＊２ 平成 28 年度 NDB（ナショナル・データ・ベース）のレセプト件数を 12 で割った値 
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○ また、発達障がいの子ども、重症心身障がい児、医療的ケア児等が、必要な医療・療育

や適切な支援を身近な地域で受けられる体制の充実が必要です。 

 

 

（３） 必要な医療機能 

  ア 症状等に応じた医療機能や救急医療体制の充実 

疾病や症状等に応じた医療が提供されるよう、一般の小児医療から高度・専門医療及び初

期救急医療から三次救急医療に至る体系的な医療提供体制の充実を図るとともに、急性期を

経過した小児患者を地域で受け入れられるよう、医療機関の機能に応じた連携体制を構築す

ることが必要です。 

 

  イ 災害時を見据えた小児医療体制 

災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供され、また、被災地からの搬送受入れや診療

に係る医療従事者の支援が適切に行われる体制の構築が必要です。 

 

  ウ 小児医療における新興感染症の発生・まん延への対策 

    新興感染症が発生した際に、速やかに外来診療、入院、自宅療養者等への医療等が提供で

きるような体制の構築が必要です。 

    

 

（４） 数値目標 

指   標   名 現状値 
目標値

(R11) 

目標数値の 

考え方 
備    考 

小児二次救急医療体制が確

保されている 
確保済 － 現状維持 

小児救急医療支援事業の

実施により確保済 

 

北海道小児地域医療センタ

ー、北海道小児地域支援病

院による提供体制が確保さ

れている 

確保済 － 現状維持 

選定済 

 

 

 

 

 

北海道小児地域医療センター 

 市立函館病院 

 函館中央病院 

北海道小児地域支援病院 

 

函館五稜郭病院      

 

 

（５） 数値目標等を達成するために必要な施策 

  ア 相談支援体制等 

   ○ 消防機関等と協力してＡＥＤの使用方法を含む救急蘇生法等講習会を実施します。   

○ 小児救急電話相談事業や救急医療情報システムの活用を促進するとともに、医療機関へ

の適正な受診等に関する住民の理解を深めるなど、救急医療について啓発に努めます。 

 

  イ 一般の小児医療及び初期小児救急医療体制 

小児医療については、できるだけ患者の身近なところで提供されることが望ましいことか

ら、道が行う「小児救急医療地域研修事業」への参加を促し、一般の小児医療及び初期小児

救急医療を担う病院・診療所の維持や確保に努めます。 
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ウ 小児専門医療及び入院小児救急医療体制 

○ 小児医療の中核的な医療機関として、第二次医療圏ごとに選定されている「北海道小児

地域医療センター」又は「北海道小児地域支援病院」における、専門医療及び入院を要す

る小児患者に対応する小児救急医療の提供体制や搬送体制について、関係機関と連携し維

持確保に努めます。 

○ 小児専門医療を担う病院における小児科医師の勤務環境の改善を図るため、地域の医療

機関や関係機関と連携体制の構築に努めます。 

 

【北海道小児地域医療センター及び北海道小児地域支援病院の選定基準】 

 

 

＜北海道小児地域医療センターの選定基準＞ 

  ① 一定数以上の小児科の常勤医師が勤務していること 

  ② 小児科の入院医療を提供していること 

  ③ 小児二次救急医療を担っていること 

  ④ ＮＩＣＵを整備していること 

  

＜北海道小児地域支援病院の選定基準＞ 

 次の要件のいずれかを満たす医療機関 

 （要件１） 北海道小児地域医療センターの選定基準のうち、①及び②を満たし、      

小児二次救急医療を担っている医療機関又は救急告示医療機関であ

り、かつ、分娩を行っている病院 

 （要件２） 北海道小児地域医療センターの未整備圏域において、以下のア～ウ

を満たす病院 

      ア 小児科の常勤医師が勤務していること 

      イ 小児科の入院医療を提供していること 

      ウ 小児二次救急医療等を担っていること 

 

 

 

エ 小児高度専門医療の提供 

総合周産期母子医療センターなどにおいて、関係機関と連携し小児高度専門医療を提供で

きる体制の確保に努めます。 

   

オ 療養・療育支援体制の確保 

○ 発達障がいの子ども、重症心身障がい児、医療的ケア児等が、在宅医療や療育、短期入

所等の福祉サービスなどの支援を身近な地域で受けられるよう、関係機関等と連携して地

域生活を支援する体制の確保に努めます。 

○ 退院後の医療的ケア児等の保護者の負担を軽減するための、レスパイト等の受入体制の   

 確保に努めます。 

     

カ 小児在宅医療の提供体制の確保 

○ 小児在宅医療の担い手を育成するため、関係機関と連携し医師・看護師等の医療従事者

に対する普及啓発や研修会の開催等に取り組みます。 
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○ 在宅療養中の小児の状態が急変した際などに適切に対応できるよう、小児在宅医療を担

う医療機関と後方支援を担う医療機関との連携体制の構築や北海道立子ども総合医療・療

育センター等における小児高度専門医療を提供する体制の確保に努めます。 

○ 医療的ケア児及びその家族を含む小児等の在宅生活について、小児期から成人期といっ 

 たフェーズの変化や地域の実情に応じた支援体制の構築に向けて関係機関等と協力して、

保健・医療・福祉・教育等の関係者間の連携促進に取り組みます。 

○ 医療的ケア児のＮＩＣＵ等からの退院支援について、在宅医療を担う医療機関と入院医

療機関が連携して対応することができるよう、訪問診療医のグループと後方支援を行う医

療機関との連携体制の構築に向けた支援を行います。 

 

キ 災害時を見据えた小児医療体制 

災害時に小児患者に適切な医療や物資が提供されるよう、関係機関、災害拠点病院や地域

の中核的医療機関等と連携し災害時における小児医療体制の確保に努めます。 

  

  ク 小児医療における新興感染症の発生・まん延への対策 

    新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への医療等が提供で

きるよう、関係者や関係機関と協議の上、医療措置協会を締結するなど、平時から計画的な

準備に努めます。また、主に当該感染症に対応する医療機関等と当該感染症以外に対応する

医療機関等の役割分担が図られるよう調整に努めます。 

 

 

（６） 医療機関等の具体的名称 

  ア 北海道小児地域医療センター 

    市立函館病院 

    函館中央病院 

 

イ 北海道小児地域支援病院 

    函館五稜郭病院 

 

ウ 小児救急医療支援事業参加病院 

    函館中央病院 

    市立函館病院 

    共愛会病院  

    函館五稜郭病院 

 

エ  総合周産期母子医療センター 

    函館中央病院 

     

オ 地域周産期母子医療センター 

    市立函館病院 

 

 

（７） 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

子どもの発達障がい等に対する支援として、できるだけ身近なところで適切な歯科保健医

療サービスを受けられるよう、歯科医師会などの関係機関が連携し障がい者歯科医療協力医

の確保と資質の向上に努めます。 
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（８） 薬局の役割 

子どもを持つ家族からの相談に対応するため、「健康サポート薬局」等、かかりつけ薬

局・薬剤師を普及するとともに、地域の薬局が相互に連携し、休日や平日の診療時間外にお

ける調剤応需のほか、市販薬を含めた医薬品や衛生材料等の供給体制について、薬剤師会な

どの関係機関が連携し維持充実に努めます。 

 

 

（９） 訪問看護事業所の役割 

在宅医療を必要とする小児等が地域で安心して療養できるよう、小児等の成長発達に応じ

た看護を提供するとともに、保健・医療・福祉・保育・教育などの関係者と連携し、小児及

びその家族の支援の充実に努めます。 

 

 

 

  



- 101 - 

 

１３ 在宅医療の提供体制 

（１）現 状 

  ○ 長期にわたる療養や介護を必要とする患者が病気と共存しながら、生活の質の維持・向上 

   を図りつつ療養生活を維持することができるよう、在宅医療の提供体制の整備が必要とされ

ています。 

    また、高齢化の急速な進行を踏まえ、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられ

るよう、医療と介護が連携した地域包括ケアシステムを構築する必要があります。 

 

  【南渡島圏域の高齢化の状況】*¹        令和5年1月1日現在( )内は令和3年1月1日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜在宅医療＞ 

 治療や療養を必要とする患者が、通院困難な状態にあっても自宅等の生活の場で必要な

医療を受けられるように、医師などが自宅等（※）を訪問して看取りまでを含めた医療を

提供するものです。 

 在宅医療の対象者は、病気やけがなどにより通院が困難な人で、退院後継続して治療が

必要な人、又は自宅等で人生の最終段階における医療を希望する人などで、具体的には、

寝たきりの高齢者、神経難病患者、けがによる重度の後遺症のある患者、末期がん患者な

どです。 

 

※ 「自宅等」とは、自宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有

料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、認知症対応型共同生活介護事業所等を指

します。 

＜地域包括ケアシステム＞ 

 地域の実績に応じて、高齢者が、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支

援が包括的に確保される体制を言います。 

＜人生の最終段階における医療及びケアのあり方＞ 

 医師等の医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされ、それに基づいて患者が医療

従事者と話し合いを行い、患者本人による決定を基本とした上で、人生の最終段階におけ

る医療を進めることが最も重要です。 

函館市 244,431 89,556 36.6 (35.9) 47,718 19.5 (18.4)

北斗市 44,366 13,807 31.1 (30.2) 7,001 15.8 (14.8)

松前町 6,231 3,251 52.2 (50.7) 1,861 29.9 (28.1)

福島町 3,571 1,838 51.5 (49.5) 986 27.6 (26.4)

知内町 3,983 1,646 41.3 (40.8) 881 22.1 (21.3)

木古内町 3,728 1,871 50.2 (49.6) 1,069 28.7 (28.1)

七飯町 27,934 9,669 34.6 (34.5) 5,048 18.1 (17.2)

鹿部町 3,649 1,459 40.0 (40.1) 741 20.3 (19.5)

森町 14,155 5,612 39.6 (39.1) 2,886 20.4 (19.3)

南渡島 352,048 128,709 36.6 (35.9) 68,191 19.4 (18.3)

全道 5,139,913 1,670,995 32.5 (32.1) 880,821 17.1 (16.3)

総人口(A)
65歳以上の人口(B) 75歳以上の人口(C）

比率(B/A)％ 比率(C/A)％
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○ 全国的に実施された「人生の最終段階における医療・ケアに関する意識調査」＊2 では、一

般国民の「人生の最終段階における、最期を迎えたい場所」として、「病気で治る見込みがな

く、およそ１年以内に徐々にあるいは急に死に至ると考えられる場合」は 43.8％、「末期が

んで、食事や呼吸が不自由であるが、痛みはなく、意識や判断力は健康なときと同様の場合」

は 32.2％、「認知症が進行し、身の回りの手助けが必要で、かなり衰弱が進んできた場合」は

14.7％の人が自宅で最期を迎えることを希望しています。また、「病気で治る見込みがなく、

およそ１年以内に徐々にあるいは急に死に至ると考えられる場合」に最期を迎えたい場所と

して「自宅」を選択した一般国民のうち、71.5％が「住み慣れた場所にいたい」ことを理由

として挙げているものの、「自宅」を選択しなかった一般国民においては、64.9％の方が「介

護してくれる家族等に負担がかかる」ことを理由に、最期を迎えたい場所として「自宅」を

希望しないとしています。 

○ 本道では自宅や老人ホーム（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び

有料老人ホーム）における死亡の割合は 18.5％であり、全国平均の 28.4％を大きく下回って

います。＊３ 

同様に、南渡島圏域においても、自宅等における死亡の割合は年々増加傾向にありますが、

18.1％と全国平均を下回っています。＊４ 

令和２年度に実施した圏域内の高齢者施設における看取りに関する実態調査では、回答が

得られた 63 施設のうち、対応施設は 32 カ所であり、平成 29 年度と令和元年度を比較する

と、1.5 倍に増加しています。また、自施設内で看取った人数も平成 29年度に比べ、令和元

年度は約２倍に増加しており、施設看取りが広がってきています。 

    【在宅死亡率（％）】＊４ 

 

              

 

○ 在宅医療サービスの令和２年度の提供状況を見ると、在宅患者訪問診療を実施している医

療機関は 61 ヶ所＊５、歯科訪問診療を実施している診療所は 22 ヶ所＊６となっていますが、多

くは函館市内に集まっています。 

○ また、人口１万人当たりの訪問診療実施状況は、令和２年の調査で、病院・診療所それぞ

れ 53.4 件、75.9 件であり、全道の 24.9 件、79.3 件と比べ、病院による実施件数が上回って

いる状況です。＊７ 

○ さらに、看取り（ターミナルケア）を実施している医療機関は 13 ヶ所で、人口 10 万人当

たりでは 3.6 施設と道の 3.0 施設を上回っています。＊８ 

   【訪問診療の提供状況】 

※ 公表される医療機関等または保険者の属性情報による集計数が、３未満となる集計単位の場合はマスク処理をする(表中、１あるいは２ 

の場合、｢＊｣表示する）。 

診療所 病院 診療所 病院 診療所 病院

函館市 36 10 17 ＊ 10 6

北斗市 6 0 3 0 0 0

松前町 0 ＊ 0 0 0 0

福島町 ＊ 0 0 0 0 0

知内町 0 0 0 0 0 0

木古内町 0 ＊ 0 0 0 ＊

七飯町 ＊ 0 0 0 ＊ 0

鹿部町 0 0 0 0 0 0

森町 3 ＊ ＊ 0 ＊ 0

在宅訪問診療を実施する 歯科訪問診療を実施する 在宅看取りを実施する

平成30年
平成31年／
令和元年 令和２年 令和３年

14.2 15.8 16.4 18.1



- 103 - 

 

 

＊１ 住民基本台帳人口（令和５年度１月１日） 

＊２ 厚生労働省「人生最終段階における医療に関する意向調査」（令和４年） 

＊３ 厚生労働省「人口動態調査」（令和３年） 

＊４ 道南地域保健情報統計（平成30年度～令和3年度） 

   全死亡者のうち、死亡の場所が自宅・老人ホームの割合 

＊５ 令和２年度NDB 

＊６ 歯科保健医療データブック（令和５年３月31日） 

＊７ 厚生労働省「医療施設調査」（特別集計）(令和２年) 

＊８ 厚生労働省「医療施設調査」（特別集計）(令和２年) 

 

  【訪問診療実施状況（病院・診療所）人口１万人対】＊１ 

 
 

○ 令和６年２月現在、人生の最終段階も含め 24 時間体制で患者の急変等に対応できる在宅療

養支援診療所は 28 施設、在宅療養支援病院は８施設となっています。＊２ 

   圏域内の市町は概ね訪問診療の実施区域に入っていますが、在宅患者訪問診療を実施する医

療機関は鹿部町、知内町にない状況です。 

○ 訪問看護ステーション（みなしを除く）は、令和６年５月現在、57 ヶ所あり、内 24 時間対

応をしているステーションは 53 ヶ所です。＊３ 

   福島町、知内町、木古内町、鹿部町が未設置区域になっていますが、医療機関が行う訪問看

護や他地域の事業所によりサービスが提供されています。 

○ 在宅療養患者への訪問による薬剤管理指導を実施する、在宅患者調剤加算の届出をしている

薬局は、令和６年５月現在、68 ヶ所あります。＊４ 

 

【在宅医療サービスの状況】  
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病院 診療所
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診療所

在宅療養支援

病院

在宅療養支援

歯科診療所

訪問看護ステーション
（みなし除く）

（ ）は24時間対応

在宅患者調剤

加算算定薬局

函館市 22 5 18 41(39） 57

北斗市 ＊ 0 3 ５(5) 4

松前町 0 ＊ 0 ＊(0) ＊

福島町 ＊ 0 0 0 0

知内町 0 0 0 0 0

木古内町 0 ＊ 0 0 0

七飯町 ＊ 0 0 6(5) 4

鹿部町 0 0 0 0 ＊

森町 ＊ ＊ ＊ 4(4) ＊
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○ がんなどの疼痛暖和に必要な医療用麻薬の調剤及び在宅療養者への保管管理・廃棄等の指

導に対応できる麻薬免許を有する薬局は、令和３年１月現在、186 ヶ所*⁵となっています。 
  

＊１ 医療施設調査（厚生労働省）特別集計（令和２年） 

 ＊２ 北海道保健福祉部調（北海道厚生局届出数）（令和６年２月１日） 

 ＊３ 厚生労働省（令和６年５月１日） 

 ＊４ 北海道厚生局（令和６年５月１日現在） 

 ＊５ 北海道保健福祉部調 

 

 

 

 

（２）課 題 

  ア 在宅医療（訪問診療）の需要の把握 

   ○ 超高齢社会の進行や生活習慣病（慢性疾患）により、要介護状態にある者や認知症患者

は大幅に増加しており、自宅や地域で疾病を抱えつつ生活を送る者が今後も増加していく

ことが考えられます。また、地域医療構想を推進する中で、病床の機能分化・連携が進む

ことに伴う新たなサービス必要量の増加も見込まれます。 

   ○ 在宅医療は、地域包括ケアシステムの不可欠な構成要素であり、今後増大する慢性期の

医療ニーズに対する受け皿であることから、適切な提供体制を整備するため、必要となる

在宅医療の需要について推計しました。 

 

【訪問診療の需要（推計）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 地域における連携体制の構築 

   ○ 在宅医療は、介護サービスとの連携を図りつつ必要な支援を提供することが求められて

います。医師、歯科医師・歯科衛生士、薬剤師、看護職員、リハビリテーション専門職、

介護支援専門員、市町職員などの多職種が各々の専門知識を活かし、積極的な意見交換や

情報共有を通じて、患者・家族が住み慣れた地域で生活を継続することができるようチー

ムとして支えていくことが重要です。そのために、それらを担う人材育成と連携体制の構

築が必要です。 

   ○ 各市町の地域包括支援センター、道南圏域在宅歯科医療連携室等の役割を活かし、連携

を強化していく必要があります。 

 

  ウ 在宅医療を担う医療機関等の充実 

    在宅医療を求める患者が、住み慣れた家庭や地域で生活を送ることができるよう、特に、

在宅医療サービスが十分ではない地域での在宅医療を提供できる医療機関や訪問看護ステー

ションの充実が必要です。 

 

 

 

 

※下段( )は新たなサービス必要量を除いた数

平成25年 令和８年 令和11年

【2013年】 【2026年】 【2029年】

3,156 3,937 4,159

(3,866) (4,018)

（単位：人／日）
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  エ 緩和ケア体制の整備 

   ○ 緩和ケアについては、身体症状の緩和に加え、心理社会的な問題への援助が求められて

います。 

 ○ 在宅緩和ケアを進めるため、医療用麻薬の効果的・適正な使用を図っていく必要があり

ます。 

 

  オ 在宅栄養指導、口腔衛生管理・口腔機能管理、訪問リハビリテーション体制の充実 

    高齢者の要介護状態の軽減や悪化の防止、フレイル＊１対策として、低栄養や誤嚥性肺炎の

防止が重要です。在宅での栄養管理や口からの食生活を推進していくための歯・口腔機能の

維持と誤嚥性肺炎防止に向け、専門的な口腔ケアの充実が必要です。 

 

  カ 訪問看護の質の向上と育成体制の充実 

    訪問看護師には、医師や歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、介護支援専門員などの専門職種

と連絡調整を図りながら、在宅療養患者に適切な看護を提供する能力が求められています。 

 

  キ 訪問薬剤管理指導の推進 

    在宅療養患者が医薬品を適正に使用できるよう、薬局と医療機関等との間で服薬情報等を

共有するとともに、薬局薬剤師による在宅患者の医薬品管理・適正使用の指導（薬剤管理指

導）の実施が求められています。 

 

  ク 高度な薬学管理等が可能な薬局の充実 

    薬剤師が在宅医療へ積極的に関与することで、薬物有害事象への対処や服薬状況の改善が

見込まれ、在宅医療の質の向上につながることから、多様な在宅医療のニーズに対応するた

め、麻薬調剤や無菌製剤処理、小児への訪問薬剤管理指導等が可能な薬局の整備が必要です。 

 

  ケ 住民に対する在宅医療の理解の促進 

   ○ 在宅医療を推進するためには、医療機関はもとより、住民に対する在宅医療に関する情

報提供や普及啓発が必要です。 

   ○ 人生の最終段階にある患者が自ら望む場所で最後を迎えることができるよう、患者やそ

の家族＊２、在宅医療に携わる関係者が患者の意思を共有することを推進する取組が必要で

す。 

   ○ また、家庭における看護の需要に対応するため、在宅療養に必要な家庭看護の知識・技

術の普及を図る必要があります。 

 

  コ 災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築 

   ○ 災害時は、緊急性の高い状況において事業の継続が必要となるため、在宅医療を行う医

療機関において業務継続計画（ＢＣＰ）を策定するなど、自ら避難することが困難な在宅

療養中の患者が適切に避難支援を受けられる体制の構築が必要です。 

   ○ 避難後には、救護所や避難所における健康管理を中心とした活動が重要なことから、住

民に対し、お薬手帳等の普及啓発が必要です。 
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（３）必要な医療機能 

  ア 円滑な在宅療養移行に向けての退院支援が可能な体制【退院支援】 

    入院医療機関と在宅医療を提供する医療機関の円滑な連携により、切れ目のない継続的な

医療提供体制を確保することが必要です。 

 

  イ 日常の療養支援が可能な体制【日常の療養支援】 

    患者の疾患、重症度に応じた医療（緩和ケアを含む）が多職種協働により、患者が住み慣

れた地域で継続的かつ包括的に提供されることが必要です。 

 

  ウ 急変時の対応が可能な体制【急変時の対応】 

   ○ 在宅療養中の患者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・診療所、訪問

看護ステーション及び入院機能を有する病院・診療所との円滑な連携による診療体制を確

保することが必要です。 

   ○ 地域において在宅医療・救急医療等の関係者間の連携体制の構築を支援し、人生の最終

段階において本人の意思が尊重される環境を整備することが必要です。 

 

  エ 患者が望む場所での看取りが可能な体制【看取り】 

    自宅等、患者が望む場所での看取りを行うことができる体制を確保することが必要です。 

 

 

＊１ フレイル：学術的な定義は確定していないが、「後期高齢者の保健事業のあり方に関する研究」報告書では、「加齢とともに、心身の 活力（運動機 

能や認知機能等）が低下し、複数の慢性疾患の並存などの影響もあり、生活機能が傷害され、心身の脆弱化が出現した状態であるが、一方で適切な 

介入・支援により、生活機能の維持向上が可能な状態像」と定義されている（平成27年度厚生労働科学研究特別事業「後期高齢者の保健事業のあり 

方に関する研究」報告書） 

*２ ケアラー等：高齢、障がい、疾病その他の理由により援助を必要とする家族、友人その他の身近な人に対し、無償で介護、看護、日常生活上の世話 

その他の援助を提供する者をいう。ケアラーのうち、18 歳未満の者をヤングケアラーという。 
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（４）数値目標等           

 
*1 「特掲診療科の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」（令和 2 年 3 月 5 日保医発 0305 第 3 号厚生労働省保健局医療課長通知）

（以下「通知」という。）別添 1 の「第 9」の 1 の（1）及び（2）に規定する在宅療養支援診療所。 

*2 通知別添 1の「第 14 の 2」の 1 の（1）及び（2）に規定する在宅療養支援病院。 

*3  南渡島は、函館市、渡島東部、渡島西部の３つの単位。詳細は 110 ページ「（６）在宅医療連携圏域（在宅医療圏）の設定」参照。 

*4 自宅、老人ホーム（養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び有料老人ホーム）での死亡率。 

＊5 「現状値」は、計画策定時に把握できた数値による値。 

18.5 18.5 現状維持
令和２年度 　KDB

［厚生労働省］

2 3 現状より増加
令和４年度

北海道保健福祉部調査

- 3 全圏域での確保 -

- 3 全圏域での確保 -

3 3 現状維持
令和４年度　NDB

［厚生労働省］

1 3 現状より増加
北海道保健福祉部調査
（令和６年５月）

3 3 現状維持
令和４年度　NDB
[厚生労働省]

2 3 現状より増加
介護サービス施設・事業所調査
（令和４年10月１日現在）

3 3 現状維持
令和４年度　NDB
[厚生労働省]

2 3 現状より増加
令和４年度　NDB

[厚生労働省]

3 3 現状維持 令和４年度　介護DB

3 3 現状維持
北海道保健福祉部調査

（令和５年９月）

2 3 現状より増加
令和４年度　NDB

[厚生労働省]

0 3 現状より増加
令和２年度　KDB

[厚生労働省]

596.3 - 現状より増加
令和２年度　KDB

[厚生労働省]

26.4 - 現状より増加
令和４年度　NDB

[厚生労働省]

18.4 - 現状より増加 令和4年度　人口動態調査

23.3 - 現状より増加
令和４年度　NDB

[厚生労働省]

実施件数等

訪問診療を受けた患者数［１か月当た
り］

（人口10万人対）（人）

訪問看護利用者数［１か月当たり］
（人口10万人対）（人）

住民の
健康状態等

在宅死亡率（％）
＊４

在宅ターミナル加算を受けた患者数（医

療機関）［１か月当たり］（人）

多職種の
取組確保等

24時間体制の訪問看護ステーションのあ

る在宅医療圏数（在宅医療圏）

歯科訪問診療を実施している診療所のあ

る在宅医療圏数（在宅医療圏）

訪問口腔衛生指導を実施している診療

所・病院がある在宅医療圏数
（在宅医療圏）

訪問薬剤管理指導・居宅療養管理指導を
実施する薬局のある在宅医療圏数

（在宅医療圏）

地域支援体制加算届出薬局のある在宅医
療圏数（在宅医療圏）

訪問リハビリテーションを実施している
医療機関、介護老人保健施設、介護医療

院のある在宅医療圏数（在宅医療圏）

訪問栄養食事指導を実施している医療機
関のある在宅医療圏数（在宅医療圏）

現状値
＊５

目標値
（R11）

目標値
の考え方

現状値の出典
（策定時・見直し時の年次）

機能ごとの
体制等

退院支援を実施している医療機関のある

在宅医療圏数（在宅医療圏）

在宅療養後方支援病院のある在宅医療圏

数（在宅医療圏）

在宅看取りを実施する医療機関のある在

宅医療圏数（在宅医療圏）

指標区分 指標名（単位）

体制整備

訪問診療を実施している医療機関数

（人口10万人対）

機能強化型の在宅療養支援診療所＊１ 又

は病院＊２ のある第在宅医療圏数

（在宅医療圏）＊３

在宅医療において積極的役割を担う医療

機関のある在宅医療圏（在宅医療圏）

在宅医療において必要な連携を担う拠点

のある在宅医療圏数（在宅医療圏）



- 108 - 

 

（５） 数値目標等を達成するために必要な施策 

  ア 地域における連携体制の構築 

   ○ 住み慣れた地域で暮らしながら医療を受けられるよう、在宅医療圏単位での在宅医療の

連携構築を目指し、「在宅医療に必要な連携を担う拠点」が地域における包括的かつ継続的

な連携体制づくりを行いながら、市町村が行う在宅医療・介護連携推進事業の取組や「在

宅医療において積極的役割を担う医療機関」と連携し、地域の医療介護資源等の把握や課

題の整理、課題解決に向けた取組を進め、退院支援から日常の療養支援、急変時の対応、

看取りまで継続した医療提供体制の構築を図ります。 

  ○ 患者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・診療所、訪問看護事業所、

在宅療養後方支援病院、地域包括ケア病棟を整備している医療機関等の相互の連携体制の

構築に努めます。 

  ○ 人生の最終段階において患者本人の意思が尊重されるよう、患者やその家族、在宅医療

に携わる関係者が患者の意思を共有する人生会議（ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニ

ング））の取組を踏まえた関係機関との連携体制の構築に努めます。 

  ○ 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、市町職員などを対象に、多職種協

働による在宅チーム医療等についての研修を行うなど、在宅医療を担う人材の育成と多職

種間の連携体制の構築に努めます。 

  ○ 医療と介護の連携を図るため、医師等医療従事者と介護支援専門員等による事例検討や

情報交換を円滑に行うための取組を促進します。 

  ○ 住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、心身の状況等に応じた適切

な住まいの確保と、安心して日常生活を営むために必要な生活支援サービスなどの介護サ

ービスや在宅医療の提供を一方的にとらえ、住宅施策と福祉施策の連携に努めます。 

  ○ 医療と介護の連携体制を構築するため、ＩＣＴを活用した患者情報共有ネットワーク、

見守り支援、遠隔医療等の取組を促進します。 
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イ 在宅医療を担う医療機関の整備等 

  ○ 在宅医療を必要とする患者や家族のニーズに対応できるよう、在宅医療の中心となる機

能強化型の在宅療養支援診療所・病院、訪問診療を実施する病院・診療所、歯科診療所（在

宅療養支援歯科診療所等）、薬局や 24 時間体制の訪問看護ステーション等の整備を支援し

ます。 

  ○ 24 時間体制の在宅医療を提供できるよう、機能強化型の在宅療養支援診療所以外の診療

所も含めたネットワークの構築に努めます。 

 

ウ 緩和ケア体制の整備 

  ○ 住民や関係者が在宅緩和ケアについての理解が深まるよう知識や情報の普及に努めます。 

  ○ 在宅緩和ケアが推進されるよう、緩和ケア病床を有する医療機関や在宅療養支援診療所

等の関係者の連携を促進します。 

  ○ 在宅緩和ケアに関わる医師、看護師等の従事者に対する研修を実施するとともに、在宅

療養患者に対する相談支援体制等の整備に努めます。 

  ○ 在宅緩和ケアにおける医療用麻薬の適正使用を推進するため、薬局に勤務する薬剤師を

対象とする各種研修会を通じて、薬局における医療用麻薬の適切な服薬管理が行われるよ

う支援します。 

  ○ 薬局から医療用麻薬を迅速かつ適切に在宅療養中の患者に提供されるよう、地域単位で

の麻薬在庫情報の共有を進め、薬局間での融通など、円滑な供給を図ります。 

 

エ 在宅栄養指導、口腔衛生管理・口腔機能管理、訪問リハビリテーション体制の充実 

   多職種と連携し、在宅における栄養管理や口腔ケア、リハビリテーションなどのケアの充

実に努めます。 

 

オ 訪問看護の質の向上 

   在宅療養中の患者が住み慣れた地域で生活することができるよう、他の専門職種と連絡・

調整し、生活の質を確保しながら支援を行うため、研修の実施等を通じ訪問看護を行う看護

職員の確保と質の向上を図ります。 

 

カ 訪問薬剤管理指導の推進 

  ○ 在宅療養中の患者が適正に服薬できるよう、服薬状況を記録する「お薬手帳」の普及を

図ります。 

  ○ また、「健康サポート薬局」などの薬局薬剤師に対する各種研修会を通じ、薬局間や関係

機関との連携・協力による在宅患者への薬剤管理指導を促し、在宅医療の取組の充実に努

めます。 

 

キ 住民に対する在宅医療の理解の促進 

  ○ 往診や訪問診療など在宅医療に重要な役割を果たすかかりつけ医、かかりつけ歯科医、

かかりつけ薬局を持つことの必要性、訪問看護、訪問リハビリテーションや栄養指導の役

割などについて、住民に対する普及啓発に努めるとともに、在宅医療に関する情報提供を

行います。 

  ○ 患者の意思に沿った医療が提供できるよう、日頃から、急変時や人生の最終段階におけ

る医療についてどう考えるのか、かかりつけ医等医療従事者や家族と話し合うことなどに

ついて、住民への普及啓発に努めるとともに、在宅療養中の患者の急変に備え、かかりつ 
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け医等医療従事者や介護関係者間で患者の意思等が共有できる体制構築に努めます。 

   【関連：第２ ７ 救急医療体制（59～67 ページ）】 

 

ク 災害時を見据えた在宅医療の提供体制の構築 

  ○ 災害時に自ら避難することが困難な在宅療養中の患者が適切に避難支援を受けられるよ

う、住民に対し、避難行動要支援者への支援制度やお薬手帳等の意義について普及啓発す

るとともに、市町、医療機関等の関係機関・関係団体との連携を図ります。 

   【関連：第２ ８ 災害医療体制（68～75 ページ）】 

 

 

（６） 医療連携圏域（在宅医療圏）の設定 

   在宅医療の連携圏域は、住み慣れた地域で暮らしながら医療を受けられる体制としていく

ため、「在宅医療における必要な連携の拠点」である郡市医師会や市町村等が構築する連携体

制と同じく、第二次医療圏単位よりは小さくて、市町村単位よりは大きい単位とします。 

南渡島の医療連携圏域（在宅医療圏）は、函館市、渡島東部（北斗市、七飯町、鹿部町、

森町）、渡島西部（松前町、福島町、知内町、木古内町）の３つの単位となります。 

 

 

（７） 医療機関等の具体的名称（令和６年２月１日現在） 

ア 機能強化型在宅療養支援病院 

 ・道南勤医協 函館稜北病院 

  ・医療法人敬仁会 函館おしま病院 

 

イ 機能強化型在宅療養支援診療所 

  ・医療法人社団守一会 北美原クリニック 

 ・えとう森町クリニック 

  ・医療法人社団碧水会 みんなの函館クリニック 

  ・おうちクリニック 

  ・ひでしま内科クリニック 

 ・深瀬医院 

 ・ホームケアクリニック北斗星 

 

 

（８） 歯科医療機関（病院歯科、歯科診療所）の役割 

 ○ 高齢者のフレイル対策には食事が重要であり、経口摂取の維持・継続による低栄養や誤嚥 

性肺炎への予防が必要なことから、在宅歯科医療連携室を拠点として、在宅歯科医療や口腔 

衛生指導の推進を図ります。 

 ○ 認知症を含めた要介護高齢者に対する経口摂取の維持・継続による低栄養の予防や誤嚥性 

肺炎の予防のため、歯科診療所（在宅療養支援歯科診療所等）は、在宅療養支援診療所を始 

めとする医療機関、病院歯科、訪問看護ステーション 、居宅介護支援事業所等と十分に連 

携しながら、口腔衛生指導（専門的口腔ケアを含む）と歯科治療等、適切な歯科医療の提供 

に努めます。 

 ○ 病院歯科は、在宅歯科医療を実施する歯科診療所に対して、緊急時の対応、歯科治療にお 

ける全身管理上の諸問題に対応するための後方支援に努めます。 
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（９）薬局の役割 

 ○ 在宅療養患者の適切な服薬管理等を推進するため、かかりつけ薬局・かかりつけ薬剤師を 

普及するとともに、「地域連携薬局」を中心に、在宅患者の薬剤管理指導や医薬品・衛生材料 

等の円滑な供給を薬局相互の連携・協力により実施し、在宅医療の取組の充実に努めます。 

 ○ 在宅緩和ケアにおける医療用麻薬の適正使用を推進するため、がん疼痛暖和と医療用麻薬 

の適正使用に関する研修会に薬局薬剤師が積極的に参加するなどして、医療用麻薬の適切な

服薬管理などに努めます。 

 ○ また、医療用麻薬を迅速かつ適切に在宅療養患者に提供するため、地域単位での麻薬の在 

庫情報を共有するとともに、薬局間での融通などを行い、麻薬の円滑な供給に努めます。 

 

 

（10） 訪問看護事業所の役割 

 ○ 在宅療養生活に移行するに当たっては、病院看護師等の医療機関スタッフと訪問看護師が 

入院中から連携し、在宅療養の環境整備に努めます。 

 ○ 治療や療養を必要とする患者が、通院困難な状態にあっても患者や家族が希望する自宅等 

の生活の場で必要な医療を受けられるよう、地域の特性や生活状況を踏まえた適切なケアの 

提供を行うとともに、関係機関との調整を行う中心的な存在として、在宅療養生活の継続に 

向けた取組を進めます。 

 ○ 在宅で療養生活を継続する患者の急変時に適切に対応できるよう、平時から救急時の連携 

体制や救急車到着までの対処方法などを患者・家族と事前に取り決め、緊急時の対応に備え 

ます。 

 ○ 在宅療養中の患者が自宅等で看取りを希望する場合、主治医及び関係者と十分に連携し、 

患者に対する緩和ケアや家族に対する精神的支援などに努めます。 
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 第３ 必要な外来医療機能及び対応方針 

 

１ 地域の外来医療の状況  

（１）医療施設数及び従事医師数 

 医療施設数 

（箇所数） 

従事医師数

（人） 

一般診療所 273 269 

病   院 33 619 

 

（２）外来診療施設数及び患者数 

 外来施設数 

（月平均数） 

通院外来施設数 

（月平均数） 

外来患者延数 

（回/月） 

通院外来患者延数 

（回/月） 

一般診療所 361 227 291,892 287,300 

病   院 69 35 111,993 110,058 

 

（３）時間外外来施設数及び患者数 

 時間外等外来施設数 

（月平均数） 

時間外等外来患者延数 

（回／月） 

一般診療所 187 6,752 

病   院 34 1,444 

 

（４）往診実施施設数及び在宅患者数 

 往診実施施設数

（月平均数） 

往診患者延数 

（回／月） 

在宅患者訪問診療

実施施設数 

（月平均数） 

在宅患者訪問診

療患者延数 

（回／月） 

一般診療所 76 456 58 4,136 

病   院 14 77 20 1,859 

 

（５）医療機器の配置・保有・活用状況 

 ＣＴ ＭＲＩ ＰＥＴ マンモグ

ラフィ 

放射線治療 

（体外照射） 

医療機器台数 
診療所 17 11 0 1 0 

病 院 33 21 2 10 3 

調整人口当たり台数 11.9 7.8 0.47 2.8 0.71 

人口 10 万人対台数 13.8 8.8 0.55 3.0 0.83 

年間稼働率 

（件数/1台） 

診療所 572 1,594 - 2,672 - 

病 院 1,889 1,973 836 552 3,425 

   ※「-」は、台数が無い場合 
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【データの出所】 

１ 医療施設数（医療施設調査特別集計） 

    医療施設調査(令和 2年(2020 年)10 月 1 日現在の病院及び一般診療所数) 

     ・ 病院は、診療科目単科のうち、精神科、歯科、矯正歯科、小児歯科、歯科口腔外科、及び歯科系の診療科（前での 4 つ

の歯科）を除いたものの医療施設数。 

     ・ 一般診療所は、主な診療科目のうち、精神科、歯科、矯正歯科、小児歯科、歯科口腔外科を除いたものの医療施設数。 

２ 医療施設従事医師数 

医師・歯科医師・薬剤師統計(令和 2年(2020 年)12 月 31 日現在の医療施設(病院及び診療所)の従事医師数) 

３ 検査数 

令和元年度(平成 31年 4月から翌年 3月まで）ＮＤＢデータの医科レセプト及びＤＰＣレセプトから診療行為コードに該当する      

算定回数を抽出し、年間算定回数をそれぞれの医療機器の検査数 

４ ＮＤＢデータ(レセプト情報・特定健診等情報データベース) 

平成 31年 4月から令和 2年 3月までの診療分データ（12か月）に基づき抽出・集計した医科レセプト(入院外）。 

 ・ 外来患者延数 

初診・再診、外来診療料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料、及び往診・在宅訪問診療の診療行為の算定回数を 

病院・診療所別に合算したもの。 

・ 外来施設数 

初診・再診、外来診療料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料、及び往診・在宅訪問診療の診療行為が算定された

病院数及び診療所数。 

・ 通院外来患者延数 

初診・再診、外来診療料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料の診療行為の算定回数を病院・診療所別に合算した

もの。 

・ 通院外来施設数 

初診・再診、外来診療料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料の診療行為が算定された病院数及び診療所数。 

・ 時間外等外来患者延数 

初診・再診、外来診療料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料の時間外等加算（時間外、夜間、休日、深夜）の診

療行為の算定回数を病院・診療所別に合算したもの。 

・ 時間外等外来施設数 

初診・再診、外来診療料、小児科外来診療料、小児かかりつけ診療料の時間外等加算（時間外、夜間、休日、深夜）の診

療行為が算定された病院数及び診療所数。 

・ 往診患者延数 

往診の診療行為の算定回数を病院・診療所別に合算したもの。 

・ 往診実施施設数 

往診の診療行為が算定された病院数及び診療所数。 

・ 在宅患者訪問診療患者延数 

在宅患者訪問診療の診療行為の算定回数を病院・診療所別に合算したもの。 

・ 在宅患者訪問診療実施施設数 

在宅患者訪問診療の診療行為が算定された病院数及び診療所数。 

５ 医療機器の台数 

医療施設調査（令和 2年(2020 年)の病院及び一般診療所の合計装置台数） 

６ 人 口 

住民基本台帳人口(令和 3年(2021 年)1 月 1 日現在の人口(外国人含む)) 
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２ 地域で不足する医療機能の現状・課題 

（１）初期救急医療に関する外来医療の現状・課題 

（現 状） 

○ 以前より、二次救急医療の負担については問題意識が共有されており、受診歴のある外来 

患者に関しては休日・時間外の初期対応をしている医療機関もあります。 

 ○ 比較的軽度の救急患者に対する初期救急医療については、在宅当番医制や休日夜間急病セ 

ンター等により体制を確保しています。 

 ○ 住民の大病院・専門医指向などを背景に軽症者の夜間受診が二次救急医療を担う病院へ集 

中し、これに伴い病院勤務医への負担が増大するなどの問題が生じています。 

 ○ 南渡島圏域の救急搬送者のうち、令和3年の軽症者の割合は全道平均の42.4％とほぼ同程度

となっています。また、平成29年から令和4年では、コロナ禍で一時的に減っている令和2年

と令和3年を除くと46％～48％前後で推移しています。 

 ○ また、小児の救急搬送に占める軽症者の割合は約7割で、搬送先の医療機関における医師等

の負担が重くなっています。 

 

   【救急搬送人員の推移並びに軽症者・小児救急搬送人員等】 

 

 

 

 

年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 

南渡島圏域 20,651 21,340 21,625 19,121 20,445 22,877 

 

 

軽    症(※) 9,848 10,222 10,328 8,385 8,710 10,515 

 全体割合（％） 47.7 47.9 47.8 43.9 42.6 46.0 

小児割合（％） 74.3 72.9 71.0 68.1 68.3 75.4 
 

人数(人） 978 957 980 605 682 986 
     ※ 軽症 ：傷病の程度が入院加療を必要としないもの 
     データー ：各消防本部からの情報提供による(渡島保健所調べ） 

 

○ 函館市、北斗市及び七飯町において、休日日中の初期救急を担う在宅当番医制について

は、ほとんどを診療所が担っています。 

○ 南渡島圏域内の診療所に勤務する医師の年齢構成は、60 歳以上が 167 人で 62.1％を占

め、函館市では、60 歳以上が 132 人で 62.0％を占め高齢化しています。※１＊2 

＊1：道保健福祉部地域医療課調べ 

＊2：令和 2年厚生労働省 医師・歯科医師・薬剤師統計公表データから抽出 

 
 

   
       
 

（課 題） 

○ 地域において初期救急医療や入院を要する救急医療に適切に対応できる医療体制を確保す

る必要があります。 

○ 救急搬送患者のうち軽症者の割合が半数前後で推移しており、本来、初期救急医療機関で

受け入れるべき患者を二次救急医療機関で受け入れていることから、二次救急医療機関の負

担軽減を図る必要があります。 

総  数 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上

 圏域内 269 0 4 24 74 102 65

割合 100.0% 0.0% 1.5% 8.9% 27.5% 37.9% 24.2%
（再掲：函館市） 213 0 3 20 58 82 50

割合 100.0% 0.0% 1.4% 9.4% 27.2% 38.5% 23.5%

（再掲：渡島保健所管内） 56 0 1 4 16 20 15

割合 100.0% 0.0% 1.8% 7.1% 28.6% 35.7% 26.8%

（令和2年(2020年)12月31日現在）

＊ 医師・歯科医師・薬剤師調査

診療所に従事する医師数
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○ 救急医療機関や救急車の適切な利用について、住民に対し、より一層の普及啓発を図って

いく必要があります。 

○ 少子化が進む中、共働き世帯の増加や親の育児不安などにより休日・夜間診療は増加傾向

にあり、小児科医の減少や高齢化に伴い小児救急患者の受け入れが難しくなってきているこ

とから、持続可能な小児救急医療体制の構築が必要です。 

○ 診療所医師の高齢化により、在宅当番を担う診療所の減少が見込まれることから、引き続

き在宅当番医制を確保し、初期救急医療体制を維持していく必要があります。 
 

 

（２） 在宅医療の提供状況・課題 

（現 状） 

○ 圏域では人口 1万人当たりの訪問診療の実施件数は、令和 2年(2020 年)調査で病院・

診療所それぞれ 53.4 件、75.9 件で全道平均の 24.9 件、79.3 件＊１と比べ、病院による実

施件数が上回っています。 

また、人口 10 万人当たりの看取り（ターミナルケア）の実施医療機関数は 3.6 施設と

全道の 3.0 施設＊１を上回っています。  

○ 令和 6 年 2 月現在、人生の最終段階も含め 24 時間体制で患者の急変等に対応できる在

宅療養支援診療所は 28施設、在宅療養支援病院は 8施設となっています。＊２ 

     圏域の市町は概ね訪問診療の実施区域に入っていますが、在宅患者訪問診療を実施する

医療機関は鹿部町、知内町にはない状況です。 

○ 訪問看護ステーション（みなしを除く）は、令和 6 年 5 月現在、57 ヶ所あり、内 24 時

間対応をしているステーションは 53 ヶ所です。＊３ 

        福島町、知内町、木古内町、鹿部町が未設置区域になっていますが、医療機関が行う訪

問看護や他地域の事業所によりサービスが提供されています。 
 

＊1  厚生労働省「医療施設調査」（令和 2年(特別集計））  
＊2 北海道保健福祉部調べ（北海道厚生局届出数）（令和 6年 2月 1日現在） 

＊3 厚生労働省（令和６年５月１日） 
 

【訪問診療の提供状況】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 公表される医療機関等または保険者の属性情報による集計数が、3 未満となる集計単位の場合はマスク処理をする 

(表中、1 あるいは 2 の場合、｢＊｣表示する）。 

(出典：令和 2年度 NDB 及び歯科保健医療データブック（令和 5年 3 月 31 日）) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

診療所 病院 診療所 病院 診療所 病院

函館市 36 10 17 ＊ 10 6

北斗市 6 0 3 0 0 0

松前町 0 ＊ 0 0 0 0

福島町 ＊ 0 0 0 0 0

知内町 0 0 0 0 0 0

木古内町 0 ＊ 0 0 0 ＊

七飯町 ＊ 0 0 0 ＊ 0

鹿部町 0 0 0 0 0 0

森町 3 ＊ ＊ 0 ＊ 0

在宅訪問診療を実施する 歯科訪問診療を実施する 在宅看取りを実施する
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【在宅医療サービスの状況】 

 
           (出典：北海道厚生局（令和6年5月1日現在）) 

 

（課 題） 

○ 圏域で訪問診療など在宅医療サービスが十分ではない地域での、在宅医療を提供できる

医療機関や訪問看護ステーションの充実が必要です。 

○ ２４時間体制の在宅医療を提供するため、在宅医療を担う医療機関へのバックアップ体

制や代診制等の支援体制の構築が必要です。 

○ 在宅医療は介護サービスとの連携を図りつつ必要な支援を提供することが求められてい

ます。医師、歯科医師・歯科衛生士、薬剤師、看護職員、リハビリテーション専門職、介

護支援専門員、市町職員など多職種が各々の専門知識を活かし、積極的な意見交換や情報

共有を通じて、患者・家族が住み慣れた地域で生活を継続することができるようチームと

して支えていくことが重要です。そのために、それらを担う人材育成と連携体制の構築が

必要です。 
 

 

（３）医療資源（医療機関）の偏在化に関する現状・課題 

（現 状） 

○ 圏域内の外来自給率は 98.75％と非常に高い水準にありますが、函館市内の医療機関へ

受診する割合（依存度）が高くなっています。 

                               
※ 令和 4 年度の診療分（令和 4 年 4 月診療分から令和 5 年 3月診療分）医科保険請求分のうち国民健康保険、退職国保、後期高齢者医療制度のレセ

プトのみ使用した受療動向データ 

在宅療養支援

診療所

在宅療養支援

病院

在宅療養支援

歯科診療所

訪問看護ステーション
（みなし除く）

（ ）は24時間対応

在宅患者調剤

加算算定薬局

函館市 22 5 18 41(39） 57

北斗市 ＊ 0 3 ５(5) 4

松前町 0 ＊ 0 ＊(0) ＊

福島町 ＊ 0 0 0 0

知内町 0 0 0 0 0

木古内町 0 ＊ 0 0 0

七飯町 ＊ 0 0 6(5) 4

鹿部町 0 0 0 0 ＊

森町 ＊ ＊ ＊ 4(4) ＊

函館市 北斗市 松前町 福島町 知内町 木古内町 七飯町 鹿部町 森町 南渡島(計) 南檜山 北渡島檜山 札幌市 その他道内 その他

函館市 97.87% 0.59% 0.01% 0.01% 0.01% 0.68% 0.05% 0.03% 99.25% 0.02% 0.02% 0.29% 0.10% 0.33%

北斗市 48.02% 45.31% 0.00% 0.00% 0.00% 0.07% 3.83% 0.03% 0.04% 97.31% 0.02% 0.02% 0.29% 0.21% 2.14%

松前町 26.92% 1.28% 54.09% 13.70% 0.32% 0.63% 0.28% 97.23% 1.70% 0.01% 0.59% 0.40% 0.05%

福島町 31.81% 4.86% 12.04% 44.04% 0.56% 5.23% 0.37% 0.05% 0.01% 98.97% 0.21% 0.04% 0.65% 0.08% 0.06%

知内町 33.54% 7.46% 1.60% 13.70% 41.54% 0.71% 98.55% 0.12% 0.05% 0.85% 0.20% 0.14%

木古内町 32.37% 7.02% 0.56% 0.23% 58.02% 0.86% 0.10% 0.01% 99.16% 0.06% 0.59% 0.06% 0.12%

七飯町 46.06% 2.22% 0.00% 0.00% 0.00% 50.62% 0.05% 0.14% 99.09% 0.02% 0.02% 0.37% 0.16% 0.31%

鹿部町 40.70% 2.99% 10.10% 34.54% 10.30% 98.62% 0.15% 0.01% 0.54% 0.16% 0.51%

森町 31.10% 0.52% 5.93% 0.13% 57.21% 94.89% 0.01% 0.65% 0.66% 0.19% 3.60%

総数（人） 1,111,873 87,176 17,414 12,903 2,578 19,064 72,362 6,783 38,521 1,368,674 791 645 4,690 1,758 9,391

割合(%) 80.22% 6.29% 1.26% 0.93% 0.19% 1.38% 5.22% 0.49% 2.78% 98.75% 0.06% 0.05% 0.34% 0.13% 0.68%

南渡島 南檜山 北渡島檜山 札幌市 その他道内 その他 総計（人）

函館市 99.25% 0.02% 0.02% 0.29% 0.10% 0.33% 952,312

北斗市 97.31% 0.02% 0.02% 0.29% 0.21% 2.14% 164,316

松前町 97.23% 1.70% 0.01% 0.59% 0.40% 0.05% 27,698

福島町 98.97% 0.21% 0.04% 0.65% 0.08% 0.06% 19,491

知内町 98.55% 0.12% 0.05% 0.85% 0.20% 0.14% 17,706

木古内町 99.16% 0.06% 0.59% 0.06% 0.12% 17,932

七飯町 99.09% 0.02% 0.02% 0.37% 0.16% 0.31% 105,785

鹿部町 98.62% 0.15% 0.01% 0.54% 0.16% 0.51% 17,587

森町 94.89% 0.01% 0.65% 0.66% 0.19% 3.60% 63,223

総数（人） 1,368,674 791 645 4,690 1,758 9,391 1,386,050

割合(%) 98.75% 0.06% 0.05% 0.34% 0.13% 0.68% 100.00%

【外来患者の受療動向（圏域内）】

【外来患者の受療動向（圏域内）】
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○ 圏域内の医療機関は 243 施設あり、そのうちの 77.37％が函館市に集中しています。 

 

【管内の医療機関数（令和 5年(2023 年)10 月 1日現在）】 

 
     ※ 道保健福祉部医務薬務課がホームページで公表している令和 5 年(2023 年)10 月 1 日現在名簿から、休止中、職域内 

診療所、福祉施設内診療所、保健所、夜間急病センター及び自衛隊等一般の人が受診できない施設を除いた数。 

 

（課 題）  

○ 圏域内の医療機関は、函館市内及びその近郊に集中しており、市町によって医療資源に

差があることから、地域における医療資源を有効に活用する必要があります。 

 

 

３ 地域で不足する医療機能に対する今後の取組の方向性等（地域の方針） 

（１）初期救急の確保に向けて 

○ 在宅当番医制を確保し、初期救急医療体制を維持するため、医師会等関係機関との連携に 

努めます。 

○ 初期・二次救急医療機関の医療機能の明確化と役割分担の適正化のため、医療機関、消防

機関等関係機関との連携に努めます。 

○ 医師会や市町等と連携し、広報誌等への掲載や小児救急電話事業の活用など救急医療機関

や救急車の適正利用について、住民に対する普及啓発に努めます。 
 

 

（２）在宅医療の確保に向けて  

○ 住み慣れた地域において在宅医療を必要とする患者や家族のニーズに対応できるよう、在 

宅療養支援診療所・病院、訪問診療を実施する病院・診療所、歯科診療所及び訪問看護ステ

ーション等の整備を支援します。 

○ 在宅医療を担う医療機関の代診制等の支援体制の構築を図るため、医療機関や医師会、行

政等の関係機関の連携に努めます。 

○ 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員及び市町職員などを対象に、多職種協

働による在宅チームの医療等についての研修を行うなど、在宅医療を担う人材の育成と多職

種間の連携体制の構築に努めます。 
 

 

（３）医療資源（医療機関）の有効活用に向けて 

○ 少子高齢化や人口減少が進むに当たり、医療資源の偏在化は避けられないところですが、 

医療機関間でより一層の役割分担や圏域を超えた医療協力などにより地域の医療資源を有効

活用できるよう医師会、関係団体及び医療機関等との連携に努めます。 

  また、ＩＴを利用した遠隔治療や患者情報の共有化などにより、医療機関の連携が進むよ

う医師会、関係団体及び医療機関等との連携に努めます。  

 

 

 

 

 

 

函館市 北斗市 松前町 福島町 知内町 木古内町 七飯町 森町 鹿部町

病 院 27 1 1 2 2

診療所 161 20 2 2 2 1 14 6 2

計 188 20 3 2 2 2 16 8 2

割 合 77.37% 8.23% 1.23% 0.82% 0.82% 0.82% 6.58% 3.29% 0.82%
診療所割合 76.67% 9.52% 0.95% 0.95% 0.95% 0.48% 6.67% 2.86% 0.95%
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（参考指標） 

   

 

 

 

*1 「特掲診療科の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」（令和 2 年 3 月 5 日保医発 0305 第 3 号厚生労働省保健局  

医療課長通知）（以下「通知」という。）別添 1 の「第 9」の 1 の（1）及び（2）に規定する在宅療養支援診療所。 

*2 通知別添 1の「第 14 の 2」の 1 の（1）及び（2）に規定する在宅療養支援病院。 

*3 第二次医療圏単位よりは小さくて、市町村単位より大きい単位。 

 

 

４ 医療機器の共同利用方針  

○ 人口減少が進む中、地域において効率的な医療提供体制を構築するため、医療機器について 

圏域内での配置状況、利用状況も勘案の上、可能な限り共同利用を進めることとします。  

○ 高額医療機器の購入に当たっては、地域医療構想調整会議において情報共有を図り、機器の

共同利用を推進し、地域内での効率的な医療機器の整備・活用に努めます。 

 

 

５ 紹介受診重点医療機関の名称 

  独立行政法人国立病院機構 函館医療センター 

  市立函館病院 

  函館五稜郭病病院 

  函館中央病院 

 
 

  

区  分 参考指標 現  状 目  標 考え方 備   考 

初期救急医

療の確保 

休日の初期救急体制を確

保している市町数 

9 9 現状維持 医師会、医療機関及

び市町等との連携 

在宅医療の

確保 

機能強化型の在宅療養支

援診療所＊1又は病院＊2

のある在宅医療圏数＊3 

2 

 

3 

 

現状より

増加 

 

地域医療情報システ

ム（日本医師会） 

多職種協働による在宅チ

ーム医療の研修 

年 2回 年 2回 現状維持  
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第４ 地域保健対策の推進 

１ 感染症対策 

１－１ 感染症対策 

（１） 現 状 

○ 感染症法及び、これに基づいて道が策定した「北海道感染症予防計画」により、市町村、 

関係機関・団体と連携し、感染症対策を推進しています。 

○ 法に規定する感染症発生時には、疫学調査や衛生指導等により感染の拡大防止に取り組ん

でいます。 

○ 道や渡島保健所のホームページなどを通じて、感染症に対する正しい知識の普及や、警報・

注意報の発令等、発生動向調査による感染症情報を速やかに医療機関や地域住民に提供して

います。 

○ 結核を除く二類感染症患者のための第二種感染症指定医療機関として、市立函館病院が指

定されています。 

 
【感染症法に基づく感染症の類型・医療体制】 

 

 

（２） 課 題 

（健康危機管理体制の強化） 

治療方法が確立されていない感染症や人へのまん延が懸念されている新型インフルエン

ザ、新型コロナウイルス感染症など新興・再興感染症に対応した健康危機管理体制の強化が

必要です。 

 

 

一般医療機関

一～三類感染症に準じた対応

三類感染症
　（腸管出血性大腸菌感染症等）

四類感染症
（E型肝炎、エキノコックス症等）

五類感染症
（インフルエンザ等）

指定感染症

状況に応じて入院

特定職業への就業制限

動物への措置を含む消毒等
の対物措置

発生動向の把握・提供

一～三類感染症に準じた
対応

状況に応じて入院

入院

通院

第二種感染症指定医療機関
（結核病床）

結核指定医療機関

新型インフルエンザ等感染症
一般医療機関（入院時は第二種

感染症指定医療機関）

第一種感染症指定医療機関
（知事が指定、１か所）

医療体制

特定感染症指定医療機関
（国が指定、全国に４か所）

第二種感染症指定医療機関

感染症類型 主な対応

新感染症

一類感染症
（ペスト、エボラ出血熱等）

結核以外（MERS、鳥イン
フルエンザ（H5N1、H7N9）

等）

二類感染症

結核

原則入院
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（感染症に関する情報収集と還元） 

    感染症の発生予防に備えた事前対応型行政の充実が求められており、感染症の発生動向を

より一層正確に把握・分析することや的確に情報提供することが必要です。 

 

（感染症病床の確保） 

    感染症病床は、現在、道全体では基準病床数の98床に対して４床不足していますが、南渡

島圏域や道南圏域では充足しています。また、感染の拡大により、入院を要する患者が増大

し、入院医療の提供に支障をきたすと判断される場合には、一般病床等も含め、一定の感染

予防策が講じられた病床を確保することが必要です。 

 

 

（３） 施策の方向性と主な施策 

（健康危機管理体制の強化） 

    「感染症予防計画」や「新型インフルエンザ対策行動計画」等に基づき、市町、関係機関・

団体と連携を図りながら、新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症などの感染症に

対し、発生時の迅速な対応を図るための実地訓練や研修会等の実施により専門的知識を有す

る人材の育成を行います。 

   なお、新型コロナウイルス感染症を含む新興・再興感染症の対策に当たっては、新たな知見

や国の動向、専門会議の意見等も踏まえ対応方針を決定し、取り組んで行くこととします。 

 

（感染症に関する情報収集と還元） 

    病原体検出状況の分析等により感染症の発生動向調査体制を強化し、把握した感染症情報

は流行予測に活用するなど医療関係者や道民へ提供する情報内容を充実します。 

 

（感染症病床の確保） 

    感染症病床について、基準病床数の確保及び維持に努めます。また、感染の拡大により、

入院を要する患者が増大し、入院医療の提供に支障をきたすと判断される場合には、感染症

指定医療機関に限らず、一般の医療機関においても、一般病床等も含め、一定の感染予防策

を講じた上で、必要な病床の確保に努めます。 
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１－２ 結核対策 

（１） 現 状 

   ○ 令和４年の渡島保健所管内における結核の新規登録者は11人であり、人口10万人当たりの

罹患率は10.2となっています。また、市立函館保健所管内における新規登録者は25人であり、

人口10万人当たりの罹患率は10.2となっています。 

   ○ 全国・全道レベルでは年々減少傾向にありますが、南渡島圏域においては年によってばら

つきがあり、増減を繰り返しています。 

  ○ 結核の発生状況の把握に当たっては、病原体サーベイランス（感染症発生動向調査事業）

の構築に努めています。 

  ○ 不規則な服薬等による再発や薬剤耐性菌の出現を防止するため、保健所、医療機関、市町

などが連携した結核患者への直接服薬確認療法（ＤＯＴＳ）が促進されています。 

  ○ 令和５年４月１日現在、南渡島圏域において、結核患者が入院できる結核病床を有する医

療機関は市立函館病院のみで、病床数は10床となっています。 

  ○ さらに、高度な治療が必要な合併症を有する結核患者又は入院を要する精神障がい者であ

る結核患者に対し、医療上の必要性から一般病床又は精神病床において治療をするための施

設である結核患者収容モデル病室は、独立行政法人国立病院機構 函館医療センターに10床

整備されています。 

  ○ 結核患者が公費にて結核医療を受けることができる医療機関として、結核医療機関の指定

が行われています。 

  ○ 講習会等の開催により保健所、市町、医療機関などの結核対策に関わる人材の育成を図る

とともに、結核対策における情報の共有や連携を促進しています。 

 
【南渡島圏域の結核罹患率の推移(人口10万対)(平成25年以降)】 

 

 

 

 

（２） 課 題 

（結核医療体制整備） 

結核発生時には、一般病院や診療所でも速やかに結核指定医療機関につながる体制、また、 

結核患者が地域に戻った際に指定医療機関とかかりつけ医が協力し、患者の治療継続や再発

予防をする体制を整えることが必要です。 
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（結核の治療体制の確立） 

    治療の効果を高め、結核のまん延を予防するため、保健所、市町、医療機関等の関係機関

が連携し、直接服薬確認療法（ＤＯＴＳ）を基本とした服薬指導をさらに推進することが必

要です。 

 

（感染症発生動向調査事業の充実強化） 

    結核の発生状況と疫学データとの関連を把握し、結核のまん延防止を図ることが必要です。 

 

（人材確保と連携体制の強化） 

    講習会等の開催により、質の高い人材の確保と関係機関の連携推進を図ることが必要です。 

 

 

（３） 施策の方向性と主な施策 

（結核医療体制整備） 

    結核患者が身近な地域で結核医療が受けられるよう、入院施設や結核指定医療機関の確保

に努めます。 

 

（結核の治療体制の確立） 

    結核患者の治療成功率を高め、結核罹患を減少させるために、関係医療機関と地域が連携

した直接服薬確認療法（ＤＯＴＳ）を推進します。 

 

（感染症発生動向調査事業の充実強化） 

    疫学情報に基づいた接触者健診や結核菌の遺伝子検査の実施などにより、発生動向の把握・

分析及び対策の評価の充実を図ります。また、コホート検討会を開催し、医療機関等と管内

の傾向や課題等を共有します。 

 

（人材確保と連携体制の強化） 

    講習会の開催及び関係機関主催の研修等への協力などを通じ、人材育成と関係機関との連

携の強化を図ります。 
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１－３ エイズ対策 

（１） 現 状 

  ○ 令和３年のＨＩＶ感染者及びエイズ患者の報告数は、全国で1,057件、全道で27件となって

います。また、全道の報告数のうち20歳代と30歳代の占める割合は58.6％、同性間性的接触

者の占める割合は58.8％となっています。 

 ○ 南渡島圏域では、令和３年には市立函館保健所の１件のみとなっています。 

 
【ＨＩＶ感染者・エイズ患者報告件数の推移】                      （単位：件） 

区   分 平成 29 年 30 年 令和元年 ２年 ３年 

全   国 1,389 1,317 1,236 1,095 1,057 

全   道 34 29 39 22 27 

渡島保健所 0 0 0 0 0 

市立函館保健所 3 1 0 0 1 

 

  ○ 住民に対してエイズの予防などに関する正しい知識の普及啓発を図るため、ホームページ

の活用、合同庁舎ロビーでパネル展の実施やリーフレットの配付などを行っています。 

   ○ 道内の保健所において無料匿名で実施しているＨＩＶ抗体検査の実施件数は令和元年に２

千件を超えていましたが、令和４年にはその半数程度に減少しており、新型コロナウイルス

感染症流行の影響が見られました。なお、南渡島圏域でも令和２年には減少が見られます。 

 

【道内の HIV 抗体検査数の推移】 

 
 

【南渡島圏域の HIV 抗体検査数の推移】 
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  ○ ＨＩＶ感染者及びエイズ患者が安心して治療を受けることができるよう、地方ブロック拠

点病院＊１、中核拠点病院＊２及びエイズ治療拠点病院＊３を全道で 19 か所整備しており、南渡

島圏域では市立函館病院が治療拠点病院として整備されています。 

 

＊１ （エイズ治療の）地方ブロック拠点病院：エイズ拠点病院及び中核拠点病院で対処できないような症例について対応する病院 

＊２ （エイズ治療の）中核拠点病院：エイズ拠点病院で対処できないような症例について対応する病院 

＊３ （エイズ治療の）拠点病院：エイズに関する高度な医療の提供、情報の収集と地域における他の医療機関への支援を行う病院 

 

 

（２） 課 題 

（正しい知識の普及啓発） 

    ＨＩＶ感染者やエイズ患者に対する様々な場面での偏見や差別の解消を図るために、広く

正しい知識の普及啓発を進めるとともに、感染予防のために、特に感染の割合が高い20歳代

や30歳代を始め、中学生・高校生・大学生などを対象としたＨＩＶ・エイズに対する正しい

知識の普及啓発が一層必要です。 

 

（相談・検査体制の充実） 

    新規ＨＩＶ感染者の減少と、早期発見及び早期診断による予後の改善には、相談・検査体

制の充実と一層の周知が必要です。 

 

 

（３） 施策の方向性と主な施策 

（正しい知識の普及啓発） 

  ○ ホームページやリーフレットの内容の充実を図るとともに、関係機関・団体と連携しなが

ら、広く道民に対し、ＨＩＶ・エイズに関する正しい知識の普及啓発を行います。 

  ○ 感染の割合が高い年代を始め、中学生・高校生・大学生などに対してコンドームの適切な

使用を含めた感染予防の正しい知識の普及啓発に一層努めます。 

  ○ また、教育機関と連携し、保健所職員による、中学・高校生を対象とした健康教育の取組

の推進を図ります。 

 

（相談・検査体制の充実） 

   新規ＨＩＶ感染者の減少と、早期発見及び早期診断による予後の改善のため、時間帯や他の

性感染症検査の同時検査等、利便性に配慮した相談検査に取り組むなど体制の充実を図るとと

もに、その周知を図ります。 
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１－４ ウイルス性肝炎（Ｂ型・Ｃ型）対策 

（１） 現 状 

   ○ 肝炎の原因は、ウイルス性、アルコール性、脂肪性、自己免疫性等に分類され多様である

が、肝炎にり患した者に占める患者数の多さから、ウイルス性のＢ型肝炎及びＣ型肝炎に係

る対策が依然として重要な課題になっています。肝臓は沈黙の臓器とも言われ、自覚症状が

少ないのが特徴で、Ｂ型・Ｃ型ウイルスに感染すると自分でも気づかないまま重症化し、慢

性肝炎から肝硬変、さらには肝がんに進行してしまう危険性があることから、早期に発見し、

早期に治療する必要がありますが、肝炎ウイルス検査の結果が陽性であったにもかかわらず、

医療機関に継続受診していない方が多数に上るとされています。 

  ○ 肝炎ウイルス検査については、多くの市町村で実施しており、道立保健所においても平成

13 年から実施するとともに、平成 19 年８月から検査手数料を無料化し、検査の受検を促進

しています。 

○ また、慢性肝炎から肝硬変、肝がんへの進行を防止することを目的に、Ｂ型及びＣ型ウイ

ルス性肝炎の精密検査や治療に係る費用の一部を助成するともに、ウイルス性肝炎に関する

保健所での相談体制を整備しています。 

  ○ 肝疾患に関する医療提供体制を整備するため、平成 21 年に本道の肝疾患診療ネットワー

クの中心的役割を担う肝疾患診療連携拠点病院（３病院）を指定したほか、平成 22 年には専

門的な肝炎治療を行う肝疾患専門医療機関を指定しており、令和６年度は全道で 178 の医療

機関、南渡島圏域では市立函館病院を始め、12 の医療機関が肝疾患専門医療機関として指定

されています。（第６ 資料編 30  肝疾患に関する専門医療機関一覧  154 ページ参照） 

 ○ また、患者・感染者・家族等からの医療相談に対応するため、平成 22 年度から肝疾患診療

連携拠点病院に、肝疾患に関する相談センターを設置しています。 

 

 

（２） 課 題 

○ ウイルス性肝炎については、これまでウイルス検査や治療費助成などの対策を講じてきま

したが、感染に気づいていない感染者も多数存在すると考えられるため、引き続き肝炎ウイ

ルス検査の受検を促進するとともに、精密検査や治療費に係る費用の助成などを行っていく

必要があります。 

  ○ 医療機関への受診を継続していない陽性者や患者に対する専門医療機関への受診・受療の

促進を図るとともに、ウイルス性肝炎への理解を社会に広げ、患者等が不当な差別を受ける

ことなく、社会において安心して暮らせる環境づくりを行っていく必要があります。 

 

 

（３） 施策の方向性と主な施策 

（ウイルス検査の受検促進） 

 ○ ウイルス性肝炎に関する正しい知識や検査の必要性について、広報等により普及啓発を行

い、市町村や保健所における肝炎ウイルス検査の受検を促進します。 

  ○ また、陽性者に対して、Ｃ型肝炎は高い確率でウイルス排除が可能であること、Ｂ型肝炎

もウイルス抑制が可能であることの理解を促進しつつ、早期受診のメリット等の説明をする

など、適切な受診を促進するためのフォローアップを行います。 

 

（ウイルス性肝炎の進行防止） 

    ウイルス性肝炎の精密検査や治療に係る費用の助成を引き続き行い、早期治療に結びつけ

るとともに、慢性肝炎から肝硬変、肝がんへの進行防止を図ります。 
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（肝炎患者の相談への対応） 

  ○ 保健所や難病センター、肝疾患診療連携拠点病院等で、医療費助成などウイルス性肝炎に

関する様々な相談に適切に対応し、療養生活を支援します。 

  ○ また、肝炎医療コーディネーター等の必要な人材を養成し、陽性者や患者、その家族への

情報提供などの支援をきめ細やかに行い、陽性者や患者の専門医療機関への受診・受療を促

進するとともに、患者団体と連携を図りながら、ウイルス性肝炎への理解を社会に広げ、患

者等が不当な差別を受けることなく、社会において安心して暮らせる環境づくりを行います。 
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２ 臓器等移植対策 

２－１ 臓器移植 

（１） 現 状 

○ 臓器移植については、心臓、肝臓、肺、腎臓などの臓器の機能が低下したり、あるいは働

かなくなり、移植でしか治療できない者のための唯一の根治療法として実施されています。 

○ 平成９年施行の「臓器の移植に関する法律」により、脳死した者からの心臓、肝臓、肺、

腎臓、膵臓、小腸などの移植が可能となり、また、平成 22年７月施行の改正法により、本人

の意思表示が不明であっても、家族の承諾により脳死下での臓器提供ができることとされま

した。 

○ 脳死下での臓器提供は、令和４年 12 月末現在、全国で 889 例、道内においては、49 例と

なっています。 

○ 脳死下で提供があった臓器については、「公益社団法人日本臓器移植ネットワーク」の斡

旋により、登録されている移植待機患者に移植されますが、令和４年 12 月末現在、道内で

は、心臓 13 人、肝臓 64人、腎臓 62 人、膵臓３人、肝・腎同時５人及び膵・腎６人に移植が

実施されています。また、脳死後及び心臓が停止した死後に提供された腎臓は、200 人に移

植が実施されています。 

○ 道内では、令和５年３月末現在、臓器提供施設として体制が整い公表を承諾した施設は 15

施設、うち南渡島圏域では２施設となっています。 

 

 

（２） 課 題 

  （臓器移植に関する知識の普及啓発） 

 ○ 臓器移植に関する正しい知識の普及啓発を一層推進する必要があります。 

  

（臓器提供意思表示の普及啓発） 

 ○ 臓器提供意思表示カード・シールの所持率を向上させるとともに、そのカード等の所持を

家族が認識している必要があります。 

 ○ また、臓器提供の意思表示方法として、カードのほか、運転免許証や健康保険証の裏面の

意思表示欄を活用するほか、インターネットによる登録もできることから、その普及啓発を

進める必要があります。 

 

 

（３） 施策の方向性と主な施策 

  （道民に対する臓器移植に関する知識の普及啓発） 

 ○ 関係機関・団体と連携し、臓器移植普及推進月間（毎年 10月）などにおいて、臓器移植に

関する市民公開講座の開催などにより、道民に対する臓器移植に関する正しい知識の普及啓

発を行います。 

  

（臓器提供意思表示の普及啓発） 

 ○ 市町村、保健所、郵便局、運転免許試験場、コンビニエンスストア等に臓器提供意思表示

カードやリーフレットを配置し、その普及を図るとともに、臓器提供の意思表示を家族の中

で話し合うことができる環境づくりに努めます。 

  

（臓器移植医療体制の充実） 

 ○ 「公益社団法人日本臓器移植ネットワーク」や関係団体が実施する臓器提供施設の充実に

向けた活動を支援します。 
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公益社団法人日本臓器移植ネットワーク  

〒108-0022 東京都港区海岸 3-26-1 ﾊﾞｰｸ芝浦 12 階  

ドナー情報専用フリーダイヤル：０１２０－２２－０１４９ 
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２－２ 骨髄及びさい帯血移植 

（１） 現 状 

○ 骨髄移植やさい帯血移植については、白血病や再生不良性貧血などの有効な治療法として

実施されています。 

○ 骨髄移植に必要な骨髄については、骨髄提供希望者（ドナー）の善意により、「公益財団法

人日本骨髄バンク」が実施する骨髄バンク事業を通じて提供されています。 

○ 道内における骨髄バンクへのドナー登録受付は、赤十字血液センター（献血ルーム含む）

（６か所）と保健所（18 か所）において行っており、令和５年６月末現在、骨髄提供希望の

登録者数は、１万 5,904 人と全国で 13 番目に多い状況となっていますが、近年、年齢上限に

よる登録取消者数が新規の登録者数を上回り、登録現在数が減少傾向にあります。 

○ 渡島保健所では、平成30年度に北海道赤十字血液センター函館事業所における骨髄バンク

ドナー登録事業廃止に伴い平成31年２月26日からドナー登録受付開始し、登録者は、令和４

年度６件、令和５年度９件と増加傾向にあります。 

○ さい帯血移植に必要なさい帯血については、妊産婦の善意により、さい帯血供給事業者等

が実施するさい帯血バンク事業を通じて提供されています。 

○ 道内におけるさい帯血の受付は、「日本赤十字社北海道さい帯血バンク」において行ってお

り、提供されたさい帯血は、同バンクに保存され、令和５年３月までに、1,622 個のさい帯血

が移植に使用されています。 
 

 

（２） 課 題 

 （骨髄移植の推進） 

 ○ 関係機関と連携し、広く道民に対し骨髄移植に関する正しい知識の普及啓発を推進すると

ともに、一人でも多くの骨髄移植を必要とする患者を救うため、年齢上限による登録取消者

数が新規の登録者数を上回っている現状を踏まえながら、より一層のドナー登録の増加を図

る必要があります。 
  

（さい帯血移植の推進） 

 ○ 道民に対するさい帯血移植に関する知識の普及を図るとともに、一人でも多くのさい帯血

移植を必要とする患者を救うため、より一層のさい帯血の確保、保存を図る必要があります。 
  
 

（３） 施策の方向と主な施策 

 （骨髄移植の推進） 

 ○ 北海道骨髄バンク推進協会等関係機関・団体と連携し、骨髄バンク推進月間（毎年 10 月）

等において、道の各種広報媒体を通して、道民に対し、骨髄提供希望者登録について、普及

啓発を行います。 

  ○ 特に、圏域内市町の成人式等でリーフレットを配布することにより、若年層に向けた周知

を図ります。 

 ○ 骨髄提供希望者が身近なところでドナー登録できるよう、渡島保健所において登録を受付

し、骨髄提供希望者の確保に努めます。 

 ○ ドナーとなる者等の負担軽減を図るため、ドナー休暇制度の普及啓発などの環境整備に努

めます。 
  

（さい帯血移植の推進） 

 ○ さい帯血の提供者の確保に向け、「日本赤十字社北海道さい帯血バンク」と連携し、道民に

対するさい帯血移植に関する知識の普及啓発を行います。 
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３ 難病対策 

（１） 現 状 

（難病の範囲） 

○ 難病対策については、昭和 47年に国が策定した「難病対策要綱」に基づき、「特定疾患治

療研究事業」や「小児慢性特定疾患治療研究事業」による医療費の公費負担を実施し、難病

の実態把握や治療方法の開発、療養環境の改善などに一定の成果を挙げてきました。 

○ 平成 27 年１月に施行された「難病の患者に対する医療等に関する法律」（いわゆる難病

法）により、医療費助成について公平かつ安定的な制度が確立されるなど総合的な対策が講

じられています。 

○ 難病のうち、患者数が本邦において一定の人数（人口の約 0.1％程度）に達せず、客観的な  

診断基準（又はそれに準ずるもの）が確立しているものを「指定難病」とし医療費助成の対

象としており、令和６年３月現在で３３８疾病が指定されています。 

○ また、児童等の自立促進を図るための事業の実施、調査及び研究の推進等のため、平成 27

年１月の「児童福祉法の一部を改正する法律」の施行により「小児慢性特定疾病医療支援」

が実施され、令和６年３月現在で 788 疾病が医療費助成の対象となっています。 
 

（指定難病・特定疾患の医療） 

○ 指定難病の認定基準を満たしている患者に対し受給者証を交付し公費負担を行っていま

す。 

○ また、国が定める疾病に、道独自の疾病を追加し「特定疾患治療研究事業」を実施し、公

費負担を行っています。（令和２年４月１日現在、国が定める５疾病、道が定める 14 疾病。） 

○ 南渡島の受給者数は、令和６年３月末現在、指定難病は 3,768 人、特定疾患は国が定める

疾病で 21人、道が定める疾病で 93 人の計 3,882 人となっています。 

○ 疾患群別では、パーキンソン病、重症筋無力症などの神経・筋疾患群の他、シェーグレン

症候群などの自己免疫疾患が多い状況です。 
 

（小児慢性特定疾病患者の医療） 

○ 小児慢性特定疾病医療支援を受け、医療費助成の認定基準を満たす 18 歳未満の患者に対

し受給者証を交付し公費負担を行っています。 

○ 南渡島の受給者数は、令和６年３月末現在で、264 人となっています。 
 

（難病医療の現状） 

○ 道では入院医療が必要となった神経難病患者に対し、適時に適切な入院施設の確保が図ら

れるよう、地域の医療機関の連携による医療提供体制を整備しています。 

○ 南渡島では、通院手段がない又は身体機能の低下に伴い専門医療機関への通院ができない

場合は、身近なかかりつけ医が診療を行っています。 

 

 

（２） 課 題 

○ 南渡島は患者家族の高齢化が進み、老々介護の状況が伺えます。また、専門医療機関が所

在するのは函館市のみであり、遠方の地域では負担が大きい状態です。 

○ 患者が居住する地域での支援が行えるよう、各関係機関の連携による支援が求められてい

ます。 

 

 

（３）施策の方向性と主な施策 

（治療研究事業の推進） 

○ 指定難病や特定疾患、小児慢性特定疾病の医療費助成制度が円滑に利用されるよう周知を

図ります。 
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（難病医療支援ネットワークの推進） 

○ 難病診療連携拠点病院を中心に地域の難病医療協力病院と連携の上、難病患者が「できる

限り早期に正しい診断を受けられ、診断後はより身近な医療機関で適切な医療を受けること

ができる体制」の整備を推進します。 

 

【難病診療連携拠点病院（1施設）】 

     

 

【難病診療分野別拠点病院（1施設）】（炎症性腸疾患に限る） 

 

 

 

【難病医療協力病院（3施設）】 

 

 

 

 

 

（在宅療養への支援） 

○ 専門医療機関の受診が困難な患者に対し、訪問検診や相談事業等を実施し在宅療養生活を

支援します。 

○ 市町等と連携し、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスの周知・活用を図ります。 

○ 難病患者が安全に安心して生活するために利用できる社会制度を記載した「難病患者家庭

訪問支援・相談支援事業『難病の制度わかるシート～渡島保健所個別支援対象疾患の方へ

～』」、「函館市難病ガイドブック」を活用し制度利用に繋がるように支援します。 

○ 「渡島保健所難病患者・家族のための平常時災害対策『もしも。。。シート』」、「難病患

者さんのための災害時準備ガイドブック～災害への準備をしていますか？～（函館市）」を

用いて、難病患者とその家族が平常時から災害に備える機会や、管内市町関係者が災害対策

について検討する機会となるように支援します。 

○ 在宅生活を送っている神経難病患者が救急搬送を要した場合に、速やかな対応が受けられ

ることを目的とした、管轄する消防組合へ患者情報を事前提供する「救急搬送の可能性のあ

る神経難病患者情報提供事業～『おしま消防つながり隊』」を実施します。 

○ 小児慢性特定疾病児童やその家族からの相談に対応し、必要な情報の提供や助言、関係機

関との連絡調整を行うなど、長期にわたり療養を必要とする児童等の健全育成や自立を促進

します。 
 

（地域連携による難病患者等への支援） 

○ 難病患者とその家族、市町村や医療、福祉、教育などの関係者で構成する「南渡島保健医

療福祉圏域連携推進会議難病対策専門部会（難病対策地域協議会）」「函館市難病対策地域

協議会」において、難病患者等への効果的な支援方法等を検討します。 

○ 「難病患者在宅療養支援計画策定・評価事業」や渡島保健所の「在宅難病患者訪問検診事

業」、函館市の「難病医療相談事業」「難病患者サポート教室」「難病患者訪問相談事業」

「難病患者訪問指導（診療）事業」等による難病患者や家族への相談・援助や、難病に関す

る正しい知識の普及啓発を行います。 

○ 難病患者の団体の育成・支援等を行っている北海道難病連道南支部の活動を支援します。 
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４ 歯科保健医療対策 

（１）現 状 

ア 地域歯科保健医療 

○ 北海道では、乳幼児及び学齢期のむし歯は減少傾向にありますが、南渡島圏域における 

「３歳児のむし歯のない者の割合」は、令和３年度は 82.9％であり、全道 89.7％と比較 

して低い状態が続いますが、圏域内においても地域格差がみられます。*1 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 

全道 84.0% 85.7% 87.2% 88.1% 89.7% 

南渡島 80.7% 81.1% 82.0% 81.3% 82.9% 

 渡島 HC 管内 76.7% 77.6% 81.1% 83.6% 89.4% 

函館市 82,2% 82.3% 82.3% 80.3% 80.2% 
 

*１ 令和４年度地域保健・健康増進事業報告（厚生労働省） 

 

○ 成人の歯・口腔の健康状態について、「８０２０（ハチマルニイマル）運動」の目標で 

ある 80 歳で 20本以上の歯がある人の割合は、令和４年度の調査では、国が 51.6％ * 2 

道が 46.5％＊3 となっています。 

○ 定期的な歯科健診を受けることは、成人期の歯周病予防に重要な役割を果たしますが、 

「過去１年間に歯科健診を受診した人の割合」は、令和４年度の調査では、国が 51.2％* 2  

道が 41.0％＊3となっています。 

   ○  むし歯、歯周病等により、咀嚼機能が低下すると生活習慣病のリスクが高くなりますが、 

食事をかんで食べる時の状態について、「なんでもかんで食べることができる人の割合」は、 

全道は73.5％であり、渡島保健所は73.8％、函館市は81.7％となっています。*4 * 5 

     〇 要介護リスクを高めるフレイルの予防は、「口腔・栄養」「身体活動」「社会参加」の 

取組が重要であると言われており、口腔機能が低下していると、オーラルフレイル *6、フ 

レイル、サルコペニア、要介護状態、死亡のリスクが高くなる可能性が示唆されています。 
 

          ＊2 令和４年度歯科疾患実態調査（厚生労働省） 

  ＊3 令和４年度歯科保健実態調査（北海道） 

       ＊4 令和３年度成人歯科保健に係る道民歯科保健実態調査(北海道) 

      ＊5 令和３年度の市民の健康意識・生活習慣アンケート(函館市) 

＊6 オーラルフレイル：歯や口腔の健康への関心度が低下し、歯周病やむし歯を放置したり、滑舌の衰え、食べこぼし、 

わずかなむせ、かめない食品の増加など、ささいな「口の衰え」による食欲低下や食事バランス等の悪化が見られる 

 

 

 

70.0

75.0

80.0
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90.0

95.0

H29 H30 R1 R2 R3

むし歯のない者の割合の推移（３歳児）

全道 南渡島 渡島HC管内 函館市

（％）
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イ 障がい者歯科保健医療 

○  地域で障がいのある人の「かかりつけ歯科医」として、一般歯科診療所で可能な歯科治

療等までを行う「北海道障がい者歯科医療協力医」は、令和５年４月現在、道内 75市町村

に 232 名が指定を受け、南渡島圏域では３市町で 17 名が登録されています。＊7 

 

【南渡島圏域の市町別協力歯科医師数（北海道障がい者歯科医療協力医制度）】 

 

      

  

 

 

 

 

 
＊7 北海道保健福祉部健康安全局地域保健課調べ 

 

○ 全身管理を伴う障がい者歯科診療等を担う歯科保健センターは第三次医療圏ごとに整備 

することとされ、道南圏域では函館市に口腔保健センターが整備されています。 

 

 

 

 

 

 

ウ 高次歯科医療及び休日救急歯科医療 

○  口腔悪性腫瘍患者や全身疾患等を有する患者への歯科医療など、高度な歯科医療に対応

する「歯科口腔外科」を標ぼうする病院（以下「病院歯科」という。）は、令和４年 10 月

１日現在、道内に 54 施設あり、南渡島圏域では、函館市内に６施設あります。 

（共愛会病院、市立函館病院、独立行政法人国立病院機構函館病院、函館協会病院、函館 

五稜郭病院、函館中央病院）＊8 

○ 当圏域の休日救急歯科医療は、日曜、祝祭日、年末年始を中心に、函館歯科医師会が運

営する函館口腔保健センターでの診療体制により確保されています。   
 

＊8 北海道医療機能情報システム 
 

 

（２） 課 題 

  ア 地域歯科保健医療 

   ○ 各ライフステージで歯・口腔の健康状態の改善を図るため、全ての道民が住み慣れた地

域において、生涯を通じて必要な歯科保健医療サービスを利用しながら、個人の保健行動

を支援する環境づくりが求められます。 

      ○ 高齢者の増加に伴い、フレイルの入口であると考えられているオーラルフレイルに早期 

に気づき、口腔機能の向上に取り組むことが重要です。 

 

   イ 障がい者歯科保健医療 

   ○ 北海道障がい者歯科医療協力医制度については、障がい者歯科医療協力医の配置市町の 

    増加及び制度の周知が必要です。 

   ○ 障がいのある人のかかりつけ歯科医の確保を支援する取り組みが必要です。 

   ○ 障がいのある人の歯科医療体制については、函館市の口腔保健センターを広く住民に周

知していくことが必要です。 

市町名 人数 

函館市 12 

北斗市  2 

森 町  3 

施設名 設置主体 所在地 

函館口腔保健センター 

 

函館市 函館市五稜郭町２３番１号 
函館市総合保健センター１階 

（ TEL：0138-56-8148 ） 
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   ウ 高次歯科医療及び休日救急歯科医療 

    ○ 高度な歯科医療を必要とする患者等への適切な歯科医療の確保を図るため、病院歯科な 

    どの高次歯科医療機関と一般歯科診療所との病診連携が求められています。 

   ○ 日曜、祝祭日などの休日救急歯科医療体制を維持することが必要です。 
 

 

（３） 施策の方向と主な施策 

  ア 地域歯科保健医療 

   ○ むし歯予防のため、保育所・学校等におけるフッ化物洗口を推進します。 

   ○ 歯周病予防のため、定期的な歯科健診と適切な保健指導を受ける機会の確保に努めます。 

   ○ 函館歯科医師会等の関係団体と連携しながら、様々な機会を通じて「８０２０運動」等

の道民の歯・口腔の健康づくりについて普及啓発を行います。 

      ○ 高齢期の歯科保健医療推進のため、高齢期の口腔機能の維持・向上を推進します。 

○ オーラルフレイルは、早期の対応により健康な状態に近づくことができることから、高 

齢者が適切な歯科治療や定期的な歯科健診を受けたり、介護予防の取組に参加するよう普 

及啓発を行います。 

 

イ 障がい者歯科保健医療 

   ○ 障がい者（児）、要介護者への歯科保健医療の推進のため、北海道障がい者歯科医療協力

医・協力歯科衛生士の確保と歯科医療ネットワークの充実を図るほか、函館口腔保健セン

ターや病院歯科等と障がい者歯科医療協力医を含む歯科医療機関との連携促進に努めます。 

 

ウ 高次歯科医療及び休日救急歯科医療 

   ○ 病院歯科等の高次歯科医療機関と一般歯科診療所間の病診連携や医科歯科連携を促進し、

南渡島圏域における適切な高次歯科医療を提供できるネットワークの充実に努めます。 

   ○ 函館歯科医師会等の関係団体と連携しながら、函館口腔保健センターによる休日救急 

歯科医療の確保の支援に努めます。 

   ○ 道民が適切な歯科医療機関を選択できるよう、病院歯科を含む歯科医療機関医療機能 

    情報をホームページ等により提供します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

住民 （患者）
要介護高齢者・障がいのある人・難病患者等

かかりつけ歯科医
・身近な地域での歯科治療や相談等のプライマリケアの提供
・在宅歯科医療の提供
・高次歯科医療機関との連携

連
携

高次歯科医療機関
（大学病院・病院歯科）

一般歯科診療所では診療が困難な
口腔悪性腫瘍や全身疾患等を有す
る患者や重度障がいのある人に対
する高度な歯科医療の提供

歯科保健センター
全身管理を伴う障がいのある
人に対する歯科医療の提供

道・市町村

・歯科専門職の人材育成
・関係機関との連携調整
・歯科保健事業の実施
・離島歯科診療班の派遣
・医療機能情報の提供

等

受
診

一
次
歯
科
医
療

高
次
歯
科
医
療

受
診

障がい者歯科医療協力医

休日救急歯科診療の実施
（在宅当番医制等）

離島へき地の歯科医療の確保
（診療班派遣）

在宅歯科医療 情報提供

受診

派
遣

連携

連
携

連携

連携
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第５ 地域推進方針の進行管理等 

１ 目標達成のための推進体制と関係者の役割 

この推進方針は、住民・患者の視点に立ち、保健所などの行政機関、医療提供者、関係団体及

び地域住民が、地域の最も重要な社会基盤の一つである医療提供体制の確保に向け、ともに考え、

共に行動するための基本的な指針として策定するものであり、本推進方針を着実に推進するため

に、各主体が本推進方針の基本理念の下、共通の目標達成のために協働して取り組むことが不可

欠です。 

このため、それぞれに期待される役割を次のとおりとします。 

 

（１）保健所 

渡島保健所及び市立函館保健所は、医療提供者、関係機関・団体等と緊密な連携の下、本推

進方針に沿って、地域保健医療の広域的・専門的・技術的な拠点として各種事業を推進します。 

特に、渡島保健所にあっては、地域の実情を踏まえ、５疾病及び６事業及び在宅医療のほか、

地域医療構想の実現、外来機能の確保に向けた取組を中心に推進します。 

  ＜「推進方針」に沿った主な取組＞ 

    ◇  医療提供者をはじめとする関係者からなる「南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議」、

「地域医療構想調整会議」の運営 

    ◇  地域推進方針（地域医療構想を含む。）の推進に向けた、医療連携体制の整備等に係る地

域の医療情報の収集、整理、活用 

    ◇ 目標等について、定期的に検証するなど、その達成に向けた取組 

    ◇ 関係機関、団体と協力し、ＩＣＴを活用した地域医療ネットワークや遠隔医療システムの

普及を促進 

    ◇ 住民・患者の医療機関への適正受診等についての普及啓発  

    ◇ その他の地域の実情に応じた取組ほか 

 

（２）南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議 

地域の医療提供者及び関係団体、市町、介護・福祉関係者などで組織し、生活習慣病などの

発症予防に関する取組、急性期から回復期・慢性期などを経て在宅医療に至るまでの切れ目の

ない医療連携体制の構築や介護・福祉との連携等について協議を行うとともに、本推進方針の

進捗状況の検証などを行います。 

 

（３）南渡島圏域地域医療構想調整会議 

      地域の医療機関（病院長等）、医療関係団体（地区医師会等）、市町（市町長）等で組織し、

「病床機能の分化及び連携の促進」など、地域医療構想の実現や外来医療機能の確保に向けた

協議を行うとともに進捗状況等の検証などを行います。 

また、協議等の内容・結果については、南渡島保健医療福祉圏域連携推進会議と適宜共    

有を図ります。 

 

（４）医療提供者 

  〇 医療機関は地域推進方針（地域医療構想を含む。）の推進を図るため、自らの医療機能や    

地域で果たすことができる役割を明確にし、他の医療機関との連携・役割分担を行うなど    

により、地域において適切な医療サービスを継続的に提供します。 

  〇 また、医師等の医療従事者は、自らの資質の向上に努め、それぞれの専門性を発揮しな        

がら協力してチーム医療を推進していくことはもとより、地域において、医療連携体制の        

構築にも積極的に協力します。 
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（５）関係団体 

   函館市医師会、渡島医師会、函館歯科医師会、函館薬剤師会、北海道看護協会道南南支部を

はじめとする関係団体は、医療提供者、行政など関係者とともに継続的に適切な医療サービ    

スを提供する体制の整備に努めるとともに、住民に対し必要な情報提供や適切な受       

診等についての普及啓発を行います。 

 

（６）地域住民 

自らの健康の保持増進に努めるとともに、医療の利用者、費用負担者として、地域の医    

療体制を理解し、限りある医療資源を効率的に活用しながら、病状や状態に応じた適正な    

受診に努めます。 

 

 

２ 推進方針の進行管理 

本推進方針を効率的かつ着実に推進するためには、各施策等の進捗状況や数値目標の達成   

状況の評価を毎年度行い、圏域連携推進会議等において検証し、必要な取組を推進し、必要が   

あると認めるときは推進方針の見直し等について検討します。  


